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Ⅰ．法人の概要 

1．建学の精神・教育の理念 

   学校法人光星学院の建学の精神は、 

  「神を敬し、人を愛する」 

  と創立者ヨゼフ中村由太郎によって示された。 

   その意図するところは、自分そして他人を尊ぶということである。人間の幸せは、物質的充足の

中にはなく、不足の中で充足を求めて、意欲的に行動するその生き方の中にあるとの考えに基づい

ている。創立者がキリスト教徒であったということもあり、学生・生徒等に対して、「神がいて、

その神はあらゆる人に宿り、われわれを見ている、故に神を宿した人を愛し、そして、自分自身も

豊かな人として成長していこう」と呼びかけたものである。 

   つまり、「カトリック精神に則る道徳教育を施し、高潔なる人格の完成を期し、現代社会が要請す

る有為の人材を育成すること」を建学の精神としているのである。 

   聖書の一節に「心の貧しき者は幸なるかな」とある。 

   「Blessed are they who know their spiritual poverty, for theirs is the kingdom of heaven.」 

 

   学校法人光星学院の教育の理念は、この建学の精神に基づくとともに、創立者が打ち出した「立

体的総合学園」構想の考え方を踏まえて、以下のように現すことができる。 

   「教育基本法及び学校教育法に基づき、カトリック精神に則り、広く豊かな教養をもち、正しい

道徳観と高い知性を有する青年の育生に努め、21 世紀の要求している人間の育生、特に地方の時

代の到来にこたえ、地方文化や地域経済に密着した教育をする」 

  との内容で、開学以来、今日に至るまで受け継がれており、全教職員共通の認識として浸透してい

るものとなっている。 
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2．組織機構 

  学校法人光星学院の組織機構は次表のとおりである。 

 

評

議

員

会
 八戸学院地域連携研究センター

 人間健康学科

 幼児保育学科

理

事

会

 総 務 課

 総合学科

常

任

理

事

会

 八戸学院図書館

 保育福祉科

 自動車科

 全日制課程

 八戸学院光星高等学校

 全日制課程

 財 務 課

 管 財 課

 看護学科

 看護学科

学校法人光星学院組織機構図

 ビジネス学科

 ライフデザイン学科

 ビジネス学部

 健康医療学部

 八戸学院大学

 情報メディア課

 八戸学院幼稚園

 八戸学院第二しののめ幼稚園

 工業技術科

 普 通 科

 大学評価支援室

 八戸学院光星高等学校事務室

 秘 書 室

 短期大学部事務室

 ビジネス科

高

等

学

校

教

育

部

門

 八戸学院大学短期大学部

幼

児

教

育

部

門

 大学・短期大学付置機関

 専 攻 科

 介護福祉科

大

学

等

教

育

部

門

 総　務　部

 業 務 班

 キャリア支援課 学　務　部

 八戸学院野辺地西高等学校

 八戸学院聖アンナ幼稚園

 学 務 課

 教務学生課

 人 事 課

 財　務　部

 事　務　局

事

務

部

門

 監 査 室

 専攻科事務室

 八戸学院野辺地西高等学校事務室

 高等学校事務部
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3．設置する学校・学生数等の状況 
 

平成 29年 5月 1日現在 

学 校 名 

学部・学科名 

入学 

定員 

収容 

定員 

学生数の状況 

1年次 2年次 3年次 
4年次 計 

（3歳児） （4歳児） （5歳児） 

八戸学院大学 240 800 230 206 128 135 699 

 ビジネス学部ビジネス学科 80 320 85 58 61 72 276 

 健康医療学部人間健康学科 80 320 78 80 67 63 288 

 健康医療学部看護学科 80 160 67 68 - - 135 

八戸学院大学短期大学部 140 360 118 122 84  324 

 幼児保育学科 100 200 97 105   202 

 ライフデザイン学科 40 80 21 17   38 

 看護学科 - 80 - - 84  84 

八戸学院光星高等学校 390 1,170 272 308 352  932 

 普通科 160 480 126 164 157  447 

 ビジネス科 30 90 20 24 27  71 

 工業技術科 80 240 47 36 53  136 

 保育福祉科 120 360 79 84 115  278 

八戸学院光星高等学校専攻科 100 200 27 27   54 

 自動車科 60 120 11 15   26 

 介護福祉科 40 80 16 12   28 

八戸学院野辺地西高等学校        

 総合学科 150 450 79 74 92  245 

八戸学院幼稚園 - 200 40 40 60  140 

八戸学院聖アンナ幼稚園 - 90 21 24 15  60 

八戸学院第二しののめ幼稚園 - 90 8 14 15  37 

計 1,020 3,360 795 815 746 135 2,491 

 

 
 

＊図「学校法人光星学院 学生数の推移」は上記表を基に作成 
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4．法人の沿革 
 

学校法人光星学院は、昭和 34（1959）年 3月、光星学院高等学校設立を目的として中村由太郎

によって創立された。 

この光星学院高等学校の設立は、これを遡ること 3年前の昭和 31（1956）年 4月に、特に男子

生徒の進学気運高まる中で、その就学の道を開くべき急を訴え、私財を投じ、市の支援も得て、そ

の経営母体を学校法人白菊学園に委ねつつ産声をあげたものである。 

学校法人光星学院は、学校法人としてその始まりから 59年間の歩みを経て現在に至っている。 

昭和 31年、光星学院高等学校設立にあたり、創立者中村由太郎は、 

「進学の希望が満たされない多くの少年達を放置している事態は、地方教育界の未曾有の大事で

ある。純真溌剌たる多くの若人達の栄えある前途にこそ偉材が潜みいることを思い、進学の道を平

にして彼等に光明を与え、秘めたる天分を見い出し、その天分を遺憾なく発揮させ真に人類社会の

進歩発展に寄与せしめんとするものである。」 

と、切々と熱情をこめて趣意を諭している。このことについて、光星学院高等学校初代校長アチー

ル・クルノイエ氏は、創立 35周年記念誌に聖書マタイ伝 3章 31～32節を引用し、往時を回想し

ている。 

聖書マタイ伝 3 章 31～32 節：「天の国は、からし種に似ている。人がこれを取って畑に蒔け

ば、どんな種より小さいのに、成長するとどの野菜より大きく空の鳥が来て枝に巣を作るほどの木

になる‥‥」 

この趣意の根底には、自らの苦学の体験、キリスト者としての愛の精神、奉仕の精神に根ざし、

進学を志す若人には、広く教育の機会を与え、もって人格の陶冶を図り、広く地域社会の発展に寄

与する有用な人材育成への限りない理想と情熱が常に内包されていた。その信念によって苦難を乗

り越え、その第一歩を踏み出したものである。 

 

学校法人光星学院設立以前には、運送事業経営のかたわら昭和 18（1943）年に「八戸和洋裁縫

女塾」を開設。後に「八戸家政女学校」に改称し、昭和 23（1948）年には新学制に基づく高等学

校として名称を「白菊高等学校」と改め、その経営に携わった。（この白菊高等学校は、昭和25（1950）

年カナダ国ケベック州ウルスラ修道院にその経営を移管する。） 

学校法人光星学院設立後は、その充実・整備に心血を注ぎながらさらに実務教育に関する要請に

応えるために、昭和 36（1961）年に商業科を増設する。そして、昭和 39（1964）年には女子生

徒受入れに踏み切り、男子校から男女共学の教育環境体制へと移行する。また、就学前教育として

の幼稚園設立機運の高まりとその要請を受けて、光星学院高等学校附属幼稚園を設立する（昭和 42

（1967）年しののめ幼稚園、翌年の昭和 43（1968）年多賀台幼稚園をそれぞれ設立）。 

 

戦後四半世紀を経て、時代の進展、高度経済成長、技術の革新、社会構造の変革、地域文化の進

展、さらには地域社会の新たな開発等々を背景に高等学校卒業後の進路にも変化の兆しが見え、高

等教育機関（大学、短期大学、専門学校、外国の大学）への進学率が着実に増加を辿るなか、光星

学院高等学校も著しい進展を見せていた。そのような状況のなか、父母や地域各層からの要請もあ

って「光星学院八戸短期大学」の設立に踏み切り、昭和 46（1971）年に設立認可を得ることとな

った。 

これを期に創立者中村由太郎は、新たな時代背景と地域の各層からの子女教育に対する期待に応

えるために、昭和 46 年の短期大学発足直後に、学校法人光星学院の理想とする「立体的総合学園

構想」を打ち出す。その構想の骨子は、以下に示すものである。 

・ 教育の基本組織構成 

 幼稚園（保育園）―小学校―中学校―高等学校―短期大学―4年制大学―大学院 

・ 前記の正規の学校を土台に、社会人を対象とする成人教育を含む生涯学習の場の設置・提供

を行う。 

・ この立体的総合学園構想は、一つの指導原理によって貫き、真に時代が要請する有用な人材

育成を図る。 

・ この全体構想完成までには、前途遼遠を思わせるものがあるが、急がずあせらず、この夢（理

想）の実現に向けて着実な歩みを期する。 



 5 

この構想の特徴は、正規の学校以外に生涯学習（教育）を取り挙げたことである。当時、わが国

の教育行政・制度上で未だ定着していない中での今日の生涯学習（教育）社会到来の予見であった

とも言うことができよう。この背景には、地域の活性化、地域文化の進展への期待と強い願望が込

められていたのである。 

 

以来、この理想実現に向けて、「幼稚園」（白銀幼稚園、聖アンナ幼稚園、びわの幼稚園、第二し

ののめ幼稚園）の増設、野辺地地区に「工業高等学校」及び「工学専門学校」の新設、光星学院高

等学校で 4学科（自動車科、機電科、建築科、保育科）の増設といった整備を経て、昭和 56（1981）

年、待望の「八戸大学」（商学部）を設立させるに至った。 

しかし、平成 4（1992）年をピークに、就学人口の減少がはじまり、その影響避けがたく、本法

人設置の各学校ともに、その組織、内容、構成、規模（定員等を含む）の見直し是正が必須となっ

た。平成 13（2001）年に、このことを改めて確認し、「① 八戸大学・八戸短期大学の学部、学科

の改組」「② 野辺地工学専門学校存続の是非」「③ 光星学院高等学校・光星学院野辺地西高等学

校の課程の見直し」「④ 6幼稚園の統廃合」等の改善検討に着手する。これらの検討課題の議論に

より順次結論を得つつ、現体制へと移行した（本文 2.「学校法人光星学院組織機構図」及び 3.「設

置する学校・学生数等の状況」を参照）。 

 

学校法人光星学院は、この体制をもって理想に向かって着実に歩みを進め、常に〝学生・生徒・

園児の教育とは・・・を問いつつ〟〝地域に根差した教育機関であること〟に思いをはせ、教育・

研究活動の更なる充実に努めていくこととした。 

 加えて、将来に向けては、当初掲げた「立体的総合学園構想」を座右に置きつつ、「生涯学習シス

テム構想」や「大学院設置」等の構想についても、地域の要望にも耳を傾けながら、弛まず研究・

検討を重ねていくものである。 

 平成 13（2001）年に就任した第三代理事長 中村 覺は、経営基盤の見直しとしての財政改革に

着手して今日に至り、その着実な成果をみたことから、平成 24（2012）年度末で理事長職を退任

し、平成 25（2013）年 4月 1日付で「学院主」に就任した。後任の第四代理事長には、同日付で

副理事長であった法官新一が就任し、新たな体制となって前進していくこととなった。 

 平成 25（2013）年 4月 1日付で、本法人が設置する全ての学校名を「八戸学院」を冠して統一

を図るとともに、新たなシンボルマークを制定して、新生「八戸学院」が始動した。校名統一を期

に八戸市公会堂にて、附属幼稚園 3園による「星の子音楽会」、高校 2校、短大、大学の生徒・学

生のステージ発表による八戸学院フェスタ「絆」を開催した。 

   平成 26（2014）年 12月には、八戸学院「室内練習場」が竣工した。この施設は、八戸学院大

学、八戸学院光星高等学校硬式野球部の冬季の練習場を確保できるとともに、幼稚園の運動会等に

使用可能な多目的室内競技施設として活用できる設備である。 

   平成 27（2015）年 3月 31日、「八戸学院短期大学看護学科」について、看護職種の技能向上・

資格取得等の要請に応えるため 4年制大学への移行を文部科学省へ申請し、同年 8月 31日付で認

可となった。平成 28（2016）年 4月 1日より、学部名称の変更も行われて、「八戸学院大学健康

医療学部看護学科」として始動することになった。なお、「八戸学院短期大学看護学科」は募集を停

止するとともに、在学する学生の卒業までその教育を続けていくことにしている。このことにより、

八戸学院大学は 2学部 3学科、八戸学院短期大学は 3学科体制となった。 

   八戸学院短期大学の名称変更を行い、平成 29年（2017）年 4月 1日より、「八戸学院大学短期

大学部」とし大学との連携強化を図った。短期大学の名称変更に伴い短期大学附属幼稚園 3園の名

称変更も以下のとおり実施した。八戸学院短期大学附属幼稚園は「八戸学院幼稚園」、八戸学院短期

大学附属幼稚園聖アンナは「八戸学院聖アンナ幼稚園」、八戸学院短期大学附属幼稚園第二しののめ

は「八戸学院第二しののめ幼稚園」にそれぞれ変更した。 

   平成 29 年度、八戸学院大学ビジネス学部の「地域経営学部」への改編を文部科学省に申請し認

可を得た。このことによりビジネス学部は平成 30年度の募集を停止した。 

   八戸学院幼稚園は、平成 29年（2017）年 12月 20日八戸市に「幼保連携型認定こども園」の

設置認可申請を行い、平成 30年（2018）年 3月 28日付けで認可を得て、同年 4月 1日より幼保

連携型認定こども園八戸学院幼稚園として新たなスタートを切ることとした。 

  （沿革の詳細：次頁の表を参照） 
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表 法人の沿革 

昭和 31年 4月 18日 学校法人白菊学園による光星学院高等学校設置 

昭和 34年 3月 23日 学校法人光星学院設立認可 

昭和 34年 3月 31日 学校法人白菊学園による光星学院高等学校廃校 

昭和 34年 4月 1日 学校法人光星学院による光星学院高等学校設置 

昭和 42年 6月 1日 光星学院高等学校付属しののめ幼稚園設置 

昭和 43年 7月 1日 多賀台幼稚園設置 

昭和 46年 4月 1日 八戸短期大学（幼児教育学科）設置 

昭和 48年 4月 1日 光星学院八戸短期大学に校名変更（旧校名：八戸短期大学） 

昭和 48年 4月 1日 光星学院野辺地工業高等学校設置 

昭和 48年 4月 1日 光星学院八戸短期大学附属白銀幼稚園設置 

昭和 49年 4月 1日 光星学院高等学校専攻科自動車科設置 

昭和 51年 4月 1日 光星学院八戸短期大学附属聖アンナ幼稚園設置 

昭和 53年 4月 1日 光星学院八戸短期大学附属びわの幼稚園設置 

昭和 54年 4月 1日 光星学院野辺地自動車工学専門学校設置 

昭和 54年 4月 1日 光星学院八戸短期大学附属第二しののめ幼稚園設置 

昭和 56年 4月 1日 八戸大学（商学部商学科）設置 

昭和 59年 4月 1日 光星学院野辺地工学専門学校情報会計学科開設・校名変更（旧校名：光星学院野辺地自動車工学専門学校） 

昭和 62年 4月 1日 光星学院八戸短期大学経営情報学科開設 

平成 4年 4月 1日 光星学院高等学校専攻科介護福祉科開設 

平成 9年 4月 1日 光星学院野辺地西高等学校に校名変更（旧校名：光星学院野辺地工業高等学校） 

平成 11年 4月 1日 光星学院野辺地工学専門学校情報会計学科募集停止 

平成 16年 4月 1日 八戸大学学部学科名称変更（商学部商学科→ビジネス学部ビジネス学科） 

平成 16年 4月 1日 
光星学院八戸短期大学学科名称変更、入学定員変更 

（幼児教育学科 80名→幼児保育学科 100名、経営情報学科 100名→現代ビジネス学科 80名） 

平成 17年 3月 31日 光星学院野辺地工学専門学校情報会計学科廃止 

平成 17年 4月 1日 八戸大学人間健康学部人間健康学科設置、入学定員変更（ビジネス学部ビジネス学科 200名→100名） 

平成 17年 4月 1日 八戸短期大学に校名変更（旧校名：光星学院八戸短期大学） 

平成 17年 4月 1日 光星学院高等学校入学定員変更（ビジネス科 80名→40名、工業技術科 240名→120名） 

平成 17年 4月 1日 光星学院野辺地西高等学校入学定員変更（普通科 80名→O名、総合学科 280名→200名） 

平成 17年 4月 1日 

幼稚園の園名変更 

 ・八戸短期大学附属しののめ幼稚園  （旧園名：光星学院高等学校付属しののめ幼稚園） 

 ・八戸短期大学附属多賀台幼稚園   （旧園名：光星学院八戸短期大学附属多賀台幼稚園） 

 ・八戸短期大学附属白銀幼稚園    （旧園名：光星学院八戸短期大学附属白銀幼稚園） 

 ・八戸短期大学附属聖アンナ幼稚園  （旧園名：光星学院八戸短期大学附属聖アンナ幼稚園） 

 ・八戸短期大学附属びわの幼稚園   （旧園名：光星学院八戸短期大学附属びわの幼稚園） 

 ・八戸短期大学附属第二しののめ幼稚園（旧校名：光星学院八戸短期大学附属第二しののめ幼稚園） 

平成 18年 4月 1日 八戸短期大学現代ビジネス学科学生募集停止 

平成 18年 4月 1日 八戸短期大学ライフデザイン学科設置 

平成 19年 3月 31日 八戸短期大学現代ビジネス学科廃止 

平成 19年 3月 31日 八戸短期大学附属白銀幼稚園廃止 

平成 19年 4月 1日 八戸短期大学附属幼稚園設置（八戸短期大学附属しののめ幼稚園園名変更、収容定員変更 125名→160名） 

平成 19年 10月 2日 八戸短期大学附属多賀台幼稚園廃止 

平成20年10月31日 八戸短期大学看護学科設置認可 

平成 21年 3月 31日 光星学院野辺地工学専門学校廃止認可 

平成 21年 4月 1日 
八戸短期大学看護学科設置、ライフデザイン学科入学定員変更（80名→40名） 

八戸大学入学定員変更（ビジネス学部 100名→80名、人間健康学部 100名→80名） 

平成 22年 3月 18日 八戸短期大学が第三者評価の適格認定を受ける（短期大学基準協会） 

平成 23年 3月 25日 八戸大学が大学機関別認証評価の認定を受ける（日本高等教育評価機構） 

平成 24年 4月 1日 光星学院高等学校入学定員変更（ビジネス科 40名→30名、工業技術科 120名→80名） 

平成 24年 4月 1日 光星学院野辺地西高等学校入学定員変更（総合学科 200名→150名） 

平成 24年 4月 1日 八戸短期大学附属幼稚園収容定員変更（160名→200名） 

平成 25年 4月 1日 法人内全施設の校名を「八戸学院」に統一 

平成 25年 8月 26日 八戸学院短期大学附属幼稚園びわの廃止 

平成 27年 8月 31日 八戸学院大学人間健康学部看護学科設置認可 
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平成28年 4月 1日 八戸学院短期大学看護学科募集停止 

平成28年 4月 1日 八戸学院大学学部名称変更（人間健康学部→健康医療学部） 

平成28年 4月 1日 八戸学院大学健康医療学部看護学科設置 

平成29年 4月 1日 八戸学院大学短期大学部に校名変更（旧名称：八戸学院短期大学） 

平成29年 4月 1日 

幼稚園の園名変更 

 ・八戸学院幼稚園      （旧名称：八戸学院短期大学附属幼稚園） 

 ・八戸学院聖アンナ幼稚園  （旧名称：八戸学院短期大学附属幼稚園聖アンナ） 

 ・八戸学院第二しののめ幼稚園（旧名称：八戸学院短期大学附属幼稚園第二しののめ） 

 

 

 

 

 

5．役員等の状況 

 

平成 29年 6月 1日現在 

役員等定数 職 名 氏    名 
寄附行為の選任条項 

（理事・監事選任区分） （評議員選任区分） 

理 事 

 

 定数 8～11 

 現員 9 

理事長 評議員 法 官 新 一 第 6条第 1項 2号 第 21条 1項 2号 

理 事 評議員 小野崎 龍 一 第 6条第 1項 1号 第 21条 1項 1号 

理 事 評議員 大 谷 真 樹 第 6条第 1項 1号 第 21条 1項 1号 

理 事 評議員 山 西 幸 子 第 6条第 1項 1号 第 21条 1項 1号 

理 事 評議員 古 川   聡 第 6条第 1項 2号 第 21条 1項 1号 

理 事 評議員 泉 山   裕 第 6条第 1項 2号 第 21条 1項 2号 

理 事 評議員 大 澤 一 實 第 6条第 1項 3号 第 21条 1項 3号 

理 事 評議員 佐 藤 孝 夫 第 6条第 1項 3号 第 21条 1項 3号 

理 事 評議員 榊   佳 弘 第 6条第 1項 3号 第 21条 1項 3号 

監 事 

 

 定数 2～3 

 現員 3 

監 事 ― 浦 田   隆 第 7条 

 監 事 ― 蓼 内 真 人 第 7条 

監 事 ― 淡 路 俊 彦 第 7条 

評議員 

 

 定数 17～23 

 現員 20 

 

評議員 外 崎 充 子  第 21条 1項 1号 

評議員 遠 藤 守 人 第 21条 1項 1号 

評議員 齋 藤 弘 実 第 21条 1項 1号 

評議員 橋 場 保 人 第 21条 1項 1号 

評議員 高 坂 郁 子 第 21条 1項 2号 

評議員 道 合 康 子 第 21条 1項 2号 

評議員 岩 浪 始 由 第 21条 1項 2号 

評議員 高 橋 千多栄 第 21条 1項 3号 

評議員 村 本 百合子 第 21条 1項 3号 

評議員 前 山 廣 美 第 21条 1項 3号 

評議員 松 田   一 第 21条 1項 3号 
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6.  教職員の状況 

 

平成 29年 5月 1日現在

学 校 名 学部・学科名 教
授 

准
教
授 

講
師 

助
教 

助
手 

教
諭 

助
教
諭 

養
護
教
諭 

常
勤
講
師 

非
常
勤
講
師 

一
般
職
員 

計 

  人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

八戸学院大学 

ビジネス学部 

  ビジネス学科 
14 6 4 0      9 

36 153 
健康医療学部 

  人間健康学科 
9 5 3 4      25 

健康医療学部 

  看護学科 
7 3 5 2 3     18 

八戸学院大学 

 短期大学部 

幼児保育学科 6 3 6 1      15 

16 87 ライフデザイン学科 7 1 1       14 

看護学科 3 0 1 4 2     7 

八戸学院 

 光星高等学校 

普通科 

   

 

 52  1 6 17 6 82 
ビジネス科 

工業技術科 

保育福祉科 

八戸学院 

 光星高等学校 

 専攻科 

自動車科 

   

 

 6 2   23 1 32 
介護福祉科 

八戸学院 

 野辺地西高等学校 
総合学科    

 
 22  1 1 6 3 33 

八戸学院幼稚園     
 

 12   4 11 2 29 

八戸学院 
 聖アンナ幼稚園     

 
 3   2 7 1 13 

八戸学院 

 第二しののめ幼稚園 
    

 
 5   1 4  10 

八戸学院 

地域連携研究センター 
    

 
      10 10 

八戸業務班 

野辺地業務班 
    

 
      13 13 

合 計 46 18 20 11 5 100 2 2 14 156 88 462 
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Ⅱ．平成 29 年度を顧みて 

 

1．法人・学院特別事業部門 

 (1) 新立体的学院構想の推進 

 少子高齢化に伴う現象への対応として、八戸学院幼稚園の認定こども園への移行、八戸学院光

星高等学校の単位制導入、八戸学院大学の学部改編申請、八戸学院大学短期大学部の学科改編の

準備など中期計画に沿って実施した。 

 

 (2) 法人創立 60 周年記念モニュメントの建立 

 東京藝術大学教授の北郷悟氏に制作を依頼し、記念モニュメント「生命の川 cosmos」が完成

した。平成 29年 10月 14日（土）に八戸学院光星高等学校の中庭にて全校生徒が取り囲む中、

除幕式が行われ、その美しさに感嘆の声を上げ感銘を与えた。 

 

 (3) 法人創立 60 周年記念行事の開催 

① 記念ミュージカル公演 

  平成 29年 11月 8日（水）八戸市公会堂において、柾谷伸夫氏総監督の下、園児、生徒、学

生・総勢 600名以上の出演で公演され、観客を感動の渦に包むことができた。 

② 記念式典・祝賀会 

  記念式典は、平成 29年 11月 12日（日）午後 1時より八戸市公会堂にて大島衆議院議長、

丹羽文部科学副大臣、小林八戸市長他、多くの来賓の臨席の下、盛大に挙行した。 

  祝賀会は、同日午後 3時より八戸プラザホテルアーバンホールにて実施した。 

③ 記念誌刊行 

  北の杜舎村田久氏の監修により「エコトーンの森へ」と題した 144 ページの記念誌が平成

29年 11月 8日に完成し、記念式典参加者および教職員全員に配布した。 

 

 

 

2．大学教育部門 

 (1) 学部等の改編 

 八戸学院短期大学の名称を「八戸学院大学短期大学部」に変更した。さらに八戸学院大学ビジ

ネス学部の「地域経営学部」への改編について文部科学省に申請し、認可を得た。 

 

 (2) 研究分担の再確認 

 八戸学院地域連携研究センターで行っている 5つの研究室の研究分野について、地域連携研究

センターを中心に八戸学院大学並びに八戸学院大学短期大学部との研究分担について再確認を行

った。 

 

 (3) 教育研究指導体制の強化 

 八戸学院大学・八戸学院大学短期大学部において研究業績に基づいた研究費の傾斜配分等、指

導に関して様々な論議を重ねて指導体制の強化を図っている。 
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3.  高等学校教育部門 

 (1) 高大連携教育の準備 

 平成 30年 3月 7日に八戸学院大学、八戸学院大学短期大学部、八戸学院光星高等学校、八戸

学院野辺地西高等学校の間で「高大連携事業に関する協定」を締結した。 

 平成 30年 4月 17日に高校生向けの講座開講式を行い、春学期の講座をスタートさせる予定

である。 

 

 (2) 将来構想等の立案 

 八戸学院光星高等学校および八戸学院野辺地西高等学校の両校の将来構想について経営会議に

て、八戸学院光星高等学校専攻科のことも含め検討を重ねた。 

 八戸学院光星高等学校専攻科介護福祉科を廃止し、八戸学院大学短期大学部に介護福祉科を新

設することについて常任理事会、理事会に提案した。 

 高等学校の学科改編については引き続き検討中である。 

 

 (3) 単位制の導入 

 八戸学院光星高等学校において単位制の導入に関する必要手続きを行い、平成 30年 4月 1日

よりスタートさせることとした。 

 

 

4.  幼児教育部門 

 (1) 幼保一体化の具現化 

 八戸学院幼稚園において幼保連携型認定こども園移行の申請を八戸市に提出し認可を得た。 

 認定こども園として必要な各種準備を行い、平成 30年 4月 1日より 1歳児、2歳児を含めた

新たなスタートを切る予定である。 

 

 (2) 幼稚園教育の充実 

 英語教室、造形教室、リトミック教室などを定期的に開催するとともに、教員に対するピアノ

指導などを実施して幼稚園教育の充実を図っている。 

 

 (3) 八戸学院大学短期大学部との連携強化 

 上記(2)の各教室、教員に対するピアノ指導などは、八戸学院大学短期大学部との連携の下に実

施している。 

 

 

5.  管理運営部門 

 (1) 経費節減合理化等の推進 

 人件費、管理経費については、特に注意深く状況を把握し、合理化を推進するとともに、アウ

トソーシングも含め検討を行う中で予算の執行を行っている。 

 

 (2) 教育研究関連経費への適切な対応 

 教育研究関連経費については、内容を吟味し優先的に予算配分を行っている。このため教育研

究費比率については、30%台中盤を維持している。 
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Ⅲ．事業の概要 

 

1. 個性ある教育の推進 

 

 (1) 八戸学院大学 

  1) 重点目標 

① 環境の変化ならびに地域のニーズに合致したカリキュラムの検討および再構築 

  環境の変化に伴い、地域に根ざした大学として平成 28年 4月に看護学科を開設した。加え

て、既存の人間健康学部を「健康医療学部」へ名称変更ならびに教育課程を再編した。一方、

検討課題としていたビジネス学部は地域社会の多様な期待と要請に適切に応え、平成 30 年 4

月から「地域経営学部」として改組転換してスタートさせることとなった。また、地域での社

会貢献については昨年度と同様に両学部とも様々な分野で活動を展開し、教員はもとより学生

の教育と研究の推進に成果があった。 

 

② 国際的な視点による教養の深化ならびに国際交流事業の促進およびさらなる強化 

  学生が海外留学しやすい環境を整備するため、EF 社（イー・エフ・エデュケーション・フ

ァースト・ジャパン）と連携協力協定を締結した。EF社では、国外に 43校在る語学学校へ通

うための事務から滞在先等に関わる手続きを請け負う。学生の選抜を行い費用の一部を補助す

る制度を創設している。今年度は 1名の学生が参加した。また、例年実施されている海外研修

においても、費用の一部を補助することとし、国際交流事業の促進ならびに強化を図っている。 

 

③ 地域そして他高等教育機関との連携のさらなる促進と強化 

  平成 28年度に「青森明の星短期大学」と連携・協力に関する協定を締結した。この協定は、

「青森明の星短期大学」との密接な連携のもと、学術上及び教育上の分野における相互の協力

により、大学の教育研究等の充実を図り、地域社会の進展に寄与することを目的としている。 

 

④ 地方創生事業への積極的参加と外部資金獲得による地域との連携強化 

  地方創生事業として、「弘前大学」が中心となる「青森 COC+推進機構」に参画し、教育プ

ログラム開発委員会の起業実行プログラムワーキンググループ主査校として、「イノベーショ

ン型人材育成講座開講のための集中講義」を開催した。これは、起業家養成のためのカリキュ

ラムを構築すべく県内各大学教員の参加により実施したものであり、事業終了の平成 31 年度

までさらに検討を進めていく。また、この講座と連動した形で、県内外の起業家を招聘し大学

の教員、学生ならびに地域住民を対象としたシンポジウム「ベンチャーサミット in八戸」を開

催、起業家養成に係る意識の醸成を図った。 

  外部資金の獲得については、平成 29 年度の科学研究費補助金の獲得者はいなかったが、ゼ

ミナールならびにサークルなどで学生と教員による地域と連携した活動は多数行われ、そのこ

とによる研究・活動資金の獲得等で一定の成果は得られた。ほかにも地域連携研究センターを

通じた事業受託など、外部からの資金獲得は例年と同様であった。地域の様々なニーズにより、

フィールドワーク活動の機会も多種多様となってきていることから、今後も更なる成果を目指

して進めていく。 

 

  2) 各学部の事業報告 

① ビジネス学部ビジネス学科 

  豊かな人間の育成と社会に有為な人材育成を目指し、以下について重点的に取り組む。 

   就職率は 98%と 100%に届かなかったが、教職員と学生の積極的な取り組みにより高水準

を維持した。 
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 ・地域経営学部への改組によりカリキュラムを充実し、地域経営に携わる人材の育成に努める。 

   地域の高等教育機関との学校間連携・地域の高校等との高大連携・地方自治体との連携な

ど、様々な地域の組織・団体との連携活動を積極的に行った。特に八戸商業高校とは会計分

野や課題研究において密に連携した。 

 ・教職課程履修者の拡大と教員採用試験への取り組みを充実させる。 

   オリエンテーション・ゼミ・講義を通して教職課程希望者・履修者の拡大を図った結果、

入学時点で教職課程を希望した学生数・その後実際に教職課程を履修した学生数ともに増加

した。特に教職課程に必要となる情報系専門科目の履修者が増加しており、修学姿勢にも向

上が見られるため、引き続き推進する。 

 ・スポーツ活動・文化活動のさらなる振興と学業との両立に努める。 

   スポーツ・文化活動も活発に推移した。運動部は全国大会出場や優勝など好成績を収め、

学院の知名度向上へとつながった。文化部は数多くのイベント参加・出演によって地域に貢

献するとともに、県内の文化振興を担っている。勉学との両立に努めつつ、スポーツ・文化

活動も推進していく。 

 ・キャリア教育や密接なゼミ活動により社会人としての人格形成に努める。 

   就職率 100%は達成できなかったものの、キャリア教育はさらに充実した。就職活動のサ

ポートのみならず、教員採用試験への取組や資格取得のサポートを推し進めた。何よりも第

一に人格の形成を土台としつつ、継続してキャリア教育の充実を図る。 

 

② 健康医療学部人間健康学科 

  目に見える教育・研究効果の実現を目指して、以下について重点的に取り組む。 

 ・教育に関しては、新・旧カリキュラム双方の円滑な教務運営を推進するとともに、実習科目

の設備・備品の充実を図る。 

   旧カリキュラム科目の対応科目への読み替えの周知が一部徹底されていないことがあっ

たが、講義の実施においては問題なく新カリキュラムへ移行が行われた。また、実習に必要

な備品等については不足することなく予定通りの内容で各授業科目が実施できた。 

 ・資格取得に関しては、養護教諭・保健体育教諭の教員採用試験合格、JATI 認定トレーニン

グ指導者試験合格、および社会福祉士国家試験合格に向けた取り組みを継続して行う。 

   今年度の養護教諭の教員採用試験現役合格は 3名（北海道 2名、青森 1名）であった。ま

た、3 名の既卒者が青森県の養護教諭教員採用試験に合格した。保健体育教諭に関しては、

今年度も教員採用試験の現役合格者は輩出できなかったが、北海道で 1次試験合格者があっ

たことは一定の成果と考える。JATI 認定トレーニング指導者試験は今年度 3 名の合格者が

あり、昨年と比較し増加した。また社会福祉士国家試験は今年度卒業者 6名が受験して 5名

が合格という非常に高い合格率であった。年間計画に基づいた試験対策の効果と評価できる。 

 ・地域貢献活動・研究活動に関しては、地域住民の健康調査や公開講座を通した健康増進活動

を看護学科との連携を密にして実施するとともに、科学研究費補助金を含めた外部資金の獲

得に取り組む。 

   今年度は健康調査として、八戸市健康フェスタ、洋野町、階上町、学祭において合計約 800

名の地域住民を対象に看護学科と共同で行った。昨年度に引き続き、体組成・骨密度・貧血

度・血圧等の測定および結果説明を学生・教員が分担して実施した。公開講座は、第 5回八

戸学院大学健康医療学部・短期大学部看護学科公開講座として『健康を考える〜江戸期から

未来へ』をテーマに 3月 3日（土）にポータルミュージアムはっちで開催し、高校生を含め

多数の参加者があった。 

   平成 29年度の科学研究費補助金申請数は本学科内 8件（基盤研究 4件、若手研究 4件）

と、昨年度より増加した。また、一部の教員は一般企業による研究助成等に積極的に応募し、

外部からの研究資金獲得に取り組んでいる。 
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③ 健康医療学部看護学科 

  平成 28 年度の開設から完成年度を目指して、以下について重点的に取り組む。 

 ・豊かな知識と技術に基づく確かな実践力を備えた看護師・保健師の育成を目指す。 

   平成 28 年度に文部科学省より認可された看護学科は、養成する人材と習得させる能力、

教育課程等に則り、履修と時間割、スタディスキル他学科学生との交流を図った。固定座席

指定（1 年生）、出欠席の確認、『学士力』育成を意識した授業計画の作成と実施、適時の課

題などによって、学生が看護職に必要な豊かな知識技術と確かな実践力を獲得できるように

取り組んだ。 

 ・地域医療に関わる教育研究と地域の医療に貢献できる看護師・保健師を養成する。 

   地元実習病院の認定看護師等のゲストティチャーによる授業の実施、八戸学院大学短期大

学部卒業の先輩ナースとの交流、県内および三八地区の保健統計データ等を活用した授業展

開、人間健康学科との連携による三八地区市町村の健康調査活動やイベントへのボランティ

ア活動の参加の推奨、2 年先を見越した就職ガイダンス及び進路希望調査、地元医療機関の

看護部責任者によるマナー・コミュニケーション講座の実施など、学生が地域の医療や地域

住民の健康維持に関心を寄せるように取り組んだ。教員の研究活動としては、2 名の教員が

科学研究費補助金による研究活動に取り組んでいる。 

 ・3 年後の国家試験合格率 100 %を目指した試験対策を計画的に行う。 

   多目的指導時間を利用した 1年次からの動機づけのための国家試験対策授業を行った。授

業内容は解剖生理学、病態学関連の予習復習を中心に小テストを実施し、学生自身が自分の

実力を客観的に理解できるようにした。基礎演習・プレゼンテーション担当教員による初年

次教育として学習習慣の確立、出欠席の指導、生活相談と指導を行った。 

 

  3) 財政基盤の強化 

① 法人内各学校からの入学 

  八戸学院光星高等学校ならびに八戸学院野辺地西高等学校に対して、八戸学院大学および八

戸学院大学短期大学の理解促進を図ることを目的として、高大連携事業を例年同様に実施した。

両高等学校教員のほか生徒への上級学校説明会やキャンパス見学会、文化祭への出展などがあ

げられる。系列高等学校からの入学者数は以下の表の通りである。また、平成 30 年度より八

戸学院光星高等学校の生徒が大学講義を受講することを想定し、対象講義や仕組みについて高

校教員と打ち合わせを行った。 

 

  ＜系列高校入学者数（過去 5年間）＞ 

 八戸学院光星高校 八戸学院野辺地西高校 
合計 

男 女 計 男 女 計 

平成 29年度 

ビジネス学科 8 0 8 5 0 5 13 

人間健康学科 4 1 5 0 0 0 5 

看護学科 2 9 11 0 1 1 12 

平成 28年度 

ビジネス学科 6 1 7 3 0 3 10 

人間健康学科 8 5 13 0 0 0 13 

看護学科 1 7 8 0 0 0 8 

平成 27年度 
ビジネス学部 18 1 19 3 0 3 22 

人間健康学部 4 8 12 0 0 0 12 

平成 26年度 
ビジネス学部 12 1 13 1 0 1 14 

人間健康学部 6 6 12 0 0 0 12 

平成 25年度 
ビジネス学部 10 1 11 3 0 3 14 

人間健康学部 9 3 12 6 0 6 18 
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② 退学防止策 

  カレッジアドバイザー会議を学部・学科ごとに毎月定期的に開催し、学業や生活面において

問題を抱えていると思われる学生について、教員間で情報を共有して指導を行っている。また、

問題を抱えている学生の情報を学内WEBシステムに記録することにより、全教員が情報を共

有することが可能となっており、全学をあげて退学防止に努めている。なお、運動部に所属す

る学生が多いため、指導者との情報共有を密にしている。 

 

  ＜ビジネス学部ビジネス学科における退学・除籍理由の内訳：件数（過去 5年間）＞ 

学科 項   目 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 合計 

ビ
ジ
ネ
ス
学
科 

①-a 学業不振（4年生） 3 0 0 0 0 3 

①-b 学業不振（3年以下） 1 3 0 0 0 4 

②部活動退部のため 2 0 1 0 3 6 

③環境不適応 0 1 0 0 0 1 

④経済的事情 1 2 2 3 0 8 

⑤他の教育機関へ進路変更 0 0 2 0 1 3 

⑥就職等の理由 1 1 2 0 1 5 

⑦分類不明 0 1 3 2 2 8 

計 8 8 10 5 7 38 

 

  ＜健康医療学部人間健康学科における退学・除籍理由の内訳：件数（過去 5年間）＞ 

学科 項   目 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 合計 

人
間
健
康
学
科 

①-a 学業不振（4年生） 0 0 0 0 0 0 

①-b 学業不振（3年以下） 0 1 0 0 0 1 

②部活動退部のため 0 2 0 0 1 3 

③環境不適応 0 2 0 1 0 3 

④経済的事情 3 3 3 3 0 12 

⑤他の教育機関へ進路変更 0 0 3 0 0 3 

⑥就職等の理由 3 0 1 0 0 4 

⑦分類不明 3 2 7 1 0 13 

計 9 10 14 5 1 39 

 

  ＜健康医療学部看護学科における退学・除籍理由の内訳：件数（過去 2年間）＞ 

学科 項   目 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 合計 

看
護
学
科 

①-a 学業不振（4年生） － － － 0 0 0 

①-b 学業不振（3年以下） － － － 0 0 0 

②部活動退部のため － － － 0 0 0 

③環境不適応 － － － 0 1 1 

④経済的事情 － － － 0 0 0 

⑤他の教育機関へ進路変更 － － － 0 0 0 

⑥就職等の理由 － － － 0 0 0 

⑦分類不明 － － － 0 0 0 

計 － － － 0 1 1 

 

③ 中長期計画目標の実施 

 ア 学長直轄委員会の設置 

 学長直轄の研究推進委員会では、研究費の不正取り扱い防止を目的とした「研究倫理・コ

ンプライアンス教育研修会」を実施してきた。なお、同研修会は、毎年定期的に開催するこ

とが決定しており、平成 30年 1月 26日（金）には、研究の社会的意義と研究不正という

テーマで開催した。今後の内容については検討中である。また、特別学生支援室では、障害

のある学生の学習支援などを実施し、それらの活動が定着してきた。 
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 イ 学生支援体制の整備 

 学生支援の組織体制として、教務学生課ならびにキャリア支援課を設置して数年経過する

が、入学から卒業までの一貫した学生生活全般にわたる支援ができている。また、キャリア

支援センターが担当するキャリア教育や、平成 26年度に新設した講義「キャリアデザイン」

など、学生のキャリア形成に寄与する取組が充実している。 

 ウ 法人内系列高校との連携 

 八戸学院光星高校ならびに八戸学院野辺地西高校との高大連携事業として、教員による講

師派遣や生徒および PTA対象の上級学校紹介、インターンシップの積極的な受け入れなどを

行ってきた。さらには、医療・看護などの専門分野に特化した特別講義も開講するなど、上

級学校の理解と進学意欲向上に資するための活動も進めている。 

 エ 女子学生増加のための施策 

 女子学生の入学者比率を高めるために、女子を対象としたスポーツ種目のクラブを強化し

広報活動を積極的に行うなど、入学者増に向けた施策を継続的に行ってきた。また、スポー

ツ種目のみならず文化系のクラブも設立し、幅広い分野での入学者獲得に向けて広報・募集

活動を実施している。 

 オ 周辺市町村との連携協定締結による各種事業等の実施 

 過年度より八戸市、階上町、五戸町および新郷村とそれぞれ連携協力協定を締結して各市

町村で様々な事業の展開や協力等を行った。今年度は、三沢市と国際人材育成を盛り込んだ

連携協力協定を進めている。また、地域連携研究センターが主体となって地元の企業等との

協定締結も進めており、今後も様々な事業を進めていく。 

 

 

 (2) 八戸学院大学短期大学部 

  1) 重点目標 

 教育の内部質の保証 

① 学びの質の向上 

  平成 19 年改正の学校教育法では新しい学力観を「～課題を解決するために必要な思考力、

判断力、表現力その他の能力を育み、主体的に学習に取り組む態度を養う～」と謳っている。

本学にとっても学生の思考力、判断力、表現力を育成し、主体性を培うことは喫緊の課題であ

る。この課題に対して平成 29 年度は「IR の活動（大学・短期大学部協働）」と「アクティブ

ラーニングの実践（短期大学部）」とを掲げて取り組んだ。 

  「IRの活動」については 12月末までに①IRの組織化、②学内データの収集、③キャッチコ

ピーの策定を行った。データに基づく意見の提案等は 3月に終了し、大学・短期大学部のキャ

ッチコピーは「活きる力を地域で創る～可能性はÐ」と決定した。短期大学部からの IRのコメ

ントのうち、短期大学部自身に関わる部分としては、教育の質向上に向けてアクティブラーニ

ング推進を継続するとともに、教員の「教育力」を評価する仕組みをつくること、研究活動の

推進に向けて研究費の配分について検討すること、学生募集と地域への人材供給をセットで考

えた奨学制度を設けること、校舎を改築し、キャンパス内に系列の幼稚園を誘致して教育環境

を整備すること等があげられる。 

  「アクティブラーニングの実践」については、授業のテーマを「学生の主体性を重んじた授

業」と設定し、FDの参観期間中に相互参観を実施した。短期大学部教員 23名が実施し、授業

前の指導案と授業後の報告書を学長へ提出した。（看護学科は 3 年生が実習中で不在のため不

参加） 

 

  実践者は下記のように自己評価している。 

学生の授業態度評価 実践者（23名）の回答数 パーセント 

いつもより良い 17 73.9% 

いつもと変わらない 

（「常時良い」を含む） 
 6 26.1% 

いつもより悪い  0  0.0% 
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授業の成果・達成度評価 実践者（23名）の回答数 パーセント 

0～60%  0  0.0% 

 70% 4 17.4% 

 80% 13 56.5% 

 90% 6 26.1% 

100%  0  0.0% 

 

  教職員が一体となって教育の質を高める活動を展開し、アクティブラーニングへの端緒を開

き、一定の成果を修めることができた。 

 

② 汎用的な力の習得 

  アクティブラーニングは自分の意見を述べたり、グループで学習課題に取り組んだり、実際

の現場を体験したりすることで幅広い能力を向上させることができる学習形態である。汎用的

能力の育成に有効であることは調査結果（ベネッセ研究センター2009 等）に明らかであり、

本学の教員や学生の授業態度や達成度評価の数値にも見ることができる。また、学生との面接

でも、アクティブに学べたという手ごたえを得ており、思考力や表現力、行動力に改善の兆し

が見えている。教職・保育実践演習の授業最終回アンケートでは 30 数パーセントの学生が効

果を自由記述で報告している。今後 PDCA方式で継続実践すればより明らかな学習成果が得ら

れると思われる。 

 

③ 「研究活動の推進」について 

  研究の推進を図るための一助として研究費の配分検討を会議等で何度か取り上げたが、結論

を得るに至らなかった。平成 29 年度は現状の調査や研究内容の査定などを議論した。業績に

基づく傾斜配分への賛成意見もあるが、働き方改革の課題も含めて全教員の研究意欲喚起には

なお時間を要する課題である。 

 

＜特記事項＞ 

 ア 法人創立 60 周年記念事業について 

   本学はミュージカル公演に全学で取り組み、歌・踊り・ダンス・演劇などに力を発揮した。 

 イ 看護学科の廃止について 

   看護学科は八戸学院大学への改組に伴い、平成29年度は3年次学生のみ在籍していたが、

平成 30年 3月に全員が卒業したため、短期大学部の看護学科は廃止になる予定である。 

 ウ ライフデザイン学科の平成 30 年度学生募集停止について 

   ライフデザイン学科は平成 28年度の改組改編の将来構想により、平成 30年度学生募集を

停止した。平成 30年度は 2学年のみ在籍し、少人数で運営される。現在、新学科立ち上げ

の準備を進めているところである。 

 

 

  2) 各学科の事業報告 

① 幼児保育学科 

 ・保育者としての姿勢を育み、実践的専門性を有する保育者を養成する。 

   教育課程に基づき、学事暦と時間割に沿って授業・実習・年間行事を適切に展開できた。

本学が求める保育者像は学位授与の方針に示すとおりであり、授業や実習指導、ゼミ活動、

学科指導等を通し、主体性を重んじた汎用性のある指導を行った。また、学生の士気を高め

るために、アクティブラーニングを活用し、教養科目、専門科目の学びに力を入れ、保育者

としての資質の向上に取り組んだ。実習報告会やゼミナ－ル研究報告会においては、保育者

らしい姿勢や実践的専門性の学びの成果が示された。学科ではこれまで理論と実践の融合を

図る保育者養成を継承してきた。平成 30 年度からの新たな教育指針、保育指針に留意した

更なる保育者養成の質保証に努めたい。 
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 ・学生のコミュニケーション能力と表現力を高める。 

   平成 29年度は法人創立 60周年記念事業が行われ、記念式典、ミュージカル公演等に全学

生が積極的に取り組み、合唱やミュージカル発表において表現力を発揮した。また、学科の

行事である宿泊研修、砂浜彫刻、八戸七夕祭り（流し踊り／くす玉、吹流し制作）、オペレッ

タ発表（八戸市子どもフェスタ）等、幼児保育学科の特性を生かした実践的取り組みが意欲

的になされ、学びの成果が示された。これらの地域に密着した活動は主体性やコミュニケー

ション能力を育み、表現力を高める学びの場となった。 

 ・学修意欲を喚起し、地域の保育に貢献する保育者を育成する。 

   学科の水曜日程（各分掌）に於いて実習指導、就職指導、保育者養成懇談会、ゼミナール

研究報告会、卒業生講話、各施設長の講話等を行った。全教員の指導の下に適切に展開され、

学生の学修意欲やスキル向上が図られた。また、系列の高校や幼稚園との連携会議を開催し、

学校間の情報共有や指導方針、学生活動の交流などの共通認識を図った。更に、学生達が主

体的に活動したゼミナール活動、ボランティア活動やサークル活動は学科の独自性が示され

た活動となり、自主性や社会性が育成された。 

   就職状況は 1割（10名）の学生が首都圏に内定した。進学者は八戸学院大学に 3名編入、

専門学校 1名となっており、学修意欲や向学心ある学生が増加した。 

 

② ライフデザイン学科 

 ・学科の特色を活かした学修によって、教育成果と質の向上を図る。 

   大学との単位互換履修の推奨、上級資格・各種資格取得の積極的支援、力に応じた教材・

指導法・課題の工夫、NIE（新聞を取り入れた授業）やアクティブラーニングの活用、WEB

教学システムの積極的利用などで教育成果の向上を図った。 

 ・社会や地域での役割を認識させ、社会性と自立性を育成し高める。 

   ゼミナール活動では地域や他団体との共同活動にも積極的に参画し、全員参加のインター

ンシップの実施、ボランティア活動など社会と緊密につながる機会を多く設けて自立性と社

会性の向上を図った。 

 ・就業意識を喚起し、確かな社会人基礎力を養成する。 

   キャリア支援課と連携して就業意識を喚起し、早期から自発的な活動が積極的に行われる

よう計画的に進めた。企業ガイダンスや説明会参加への後押し、試験対策講座、学科独自の

セミナーなど、学生に必要な力を把握したきめ細かな指導を行い、早期内定に努めた。 

 

③ 看護学科 

 ・確かな実践能力と社会性を身につけた看護師を育成する。 

   計画された教育課程に沿って、授業・臨地実習はすべて展開できた。3 年生の卒業研究発

表会は、2 年次から始まった研究演習の総まとめとして運営し、達成感を得られる内容であ

った。3年生は、大学看護学科 2年生の宣誓式・特別記念講演にも参加し、3年生としての

自覚と看護師になるためのモチベーションを高めることができていた。専門科目実習では、

体調を崩し欠席を余儀なくされた学生が数名おり、補充実習あるいは実習時期を変更するこ

とで単位修得させることができた。高学年生の指導にはかなりの根気と時間を要し、学生に

よっては生活指導や保護者面談が必要であった。解剖生理学の再々々履修者 6名は、担当教

員の協力の下、年度内 2回の開講・履修により、単位修得することができた。 

 ・国家試験合格率 100 %を目指した対策・支援を計画的に推進する。 

   国家試験対策委員の教員が中心となり、初年度の計画通り実施した。学習指導はゼミ担と

連携をとりながら進めることができた。特に成績不良の学生 6名に対して、4月から基本的

知識レベルの課題学習を個別に進めたが、専門科目実習が進むにつれて両立が困難になった。

12月の全国模擬試験の結果から特別対応の学生を選出し、1月からは個別指導クラス 5名と

強化クラス 7 名に対しては、学内で学習指導を実施した。結果として、82 名受験し合格者

は 73名で、合格率は 87.9%であった。 
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  3) 財政基盤の強化 

① 法人内各学校からの入学 

  系列校の入学者数が平成29年度は38名あった。入学者に対して占める割合は32%になる。 

  18歳人口の減少や企業の求人動向もあり、入学者数は常に流動している。今後法人内高校と

更に情報交換を密にして教職員間の連携、学生・生徒との交流を深めていく。 

  ＜系列高等学校からの入学者数＞ 

 八戸学院 

光星高等学校 

八戸学院 

野辺地西高等学校 

合計 男 女 計 男 女 計 

平成 29年度 
幼児保育学科 1 26 27 0 1 1 

38 
ライフデザイン学科 1 6 7 1 2 3 

平成 28年度 
幼児保育学科 1 38 39 1 2 3 

46 
ライフデザイン学科 0 3 3 1 0 1 

平成 27年度 

幼児保育学科 3 26 29 0 4 4 

49 ライフデザイン学科 1 3 4 1 1 2 

看護学科 1 6 7 1 2 3 

平成 26年度 

幼児保育学科 2 32 34 1 1 2 

62 ライフデザイン学科 1 12 13 1 0 1 

看護学科 2 10 12 0 0 0 

平成 25年度 

幼児保育学科 2 28 30 0 1 1 

47 ライフデザイン学科 1 8 9 0 0 0 

看護学科 1 6 7 0 0 0 

 

② 退学防止策 

  平成 29年度の退学者は 3学科を通じて 5名であった。 

  退学防止策として教務委員会の出欠状況調査に基づき、①ゼミナール担任との面談、②学科

会議報告、③学科長面談、④保護者面談を実施している。各学科とも個別の相談を受け、学習

支援や奨学金の受給奨励等を行っているが、進路上の悩みや学力の問題、経済面の問題を抱え

た学生が微増している。平成 29年度の授業料延納願いの延べ数は 33件であった。 

平成 30年 3月 31日現在 

学 科 項 目 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 合計 

幼児保育学科 

① 学業不振 0 0 0 0 0 0 

② 経済的事情 0 0 0 0 0 0 

③ 進路変更 3 2 3 4 0 12 

④ 傷病 0 0 2 1 0 3 

⑤ 一身上の都合 6 6 1 1 0 14 

計 9 8 6 6 0 29 

ライフデザイン 

学科 

① 学業不振 0 0 0 0 0 0 

② 経済的事情 0 0 0 0 0 0 

③ 進路変更 0 1 0 1 2 4 

④ 傷病 0 0 0 0 0 0 

⑤ 一身上の都合 0 0 1 0 2 3 

計 0 1 1 1 4 7 

看護学科 

① 学業不振 0 1 2 0 0 3 

② 経済的事情 2 1 1 0 0 4 

③ 進路変更 3 3 9 1 0 16 

④ 傷病 0 0 0 1 0 1 

⑤ 一身上の都合 7 1 4 0 1 13 

計 12 6 16 2 1 37 

短期大学部合計 21 15 23 9 5 73 
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③ 入学者確保の中長期計画目標の実施 

 ア 授業の充実 

   授業は学生や保護者、地域の負託に応え、学生の将来を創造していく根幹となるものであ

る。本学の教員は使命感をもって授業に臨み、事務職員がこれを支えている。平成 29 年度

は学科の重点目標を「教育の内部質の向上」と定め、「学生の主体性を重んじた授業」の実践

に努めた。演習の他、グループワーク、調べ学習、発表場面を多く取り入れ、双方向授業に

よるアクティブラーニングを実施した。看護学科を除く短期大学部教員 23 名が指導案に基

づきアクティブラーニングを取り入れた授業を実施し、大きな成果を上げた。学習意欲が不

十分な学生にも個別にきめ細かな指導を行っている。平成 29 年度は学生の授業参加につい

て学科会議等でしばしば議論した。 

   FD 委員会主催の講演会、ワークショップ、公開授業等の研修は教員の授業力向上に効果

があった。 

 イ 実習の厳正 

   資格取得に直結する「実習」は本学の教育の重要な柱である。実習では 3学科とも事前指

導・本指導・事後指導を行い、理論と実践の融合を図っている。GPAの数値が基準以下の場

合、実習不可になること、また実習の評価が基準以下の低評価の場合は再実習になることを

学生に周知し、幼児保育学科ではこれを厳格に実施している。 

   3 学科とも、実習は社会と繋がる汎用的学習の場であるととらえ、実習先と連携を密にし

て厳正な指導と評価を行っている。 

 ウ 品格の向上 

   本学では 8割以上が女子学生であるが、男女ともに学生として、職業人としてふさわしい

品格を備えるよう授業態度や挨拶・言葉づかい、表情や姿勢など、社会人基礎力の向上に教

職員が気を配っている。しかし、平成 29 年度卒業生は行事等への取り組みこそ活発で力を

発揮したものの、日常の授業態度に課題が見られた。この反省を踏まえ、入学時からの一貫

した授業マナーの指導に全教員が取り組んでいる。 

 エ 平成 30 年度の学科編成 

   上述のように短期大学部は平成 30年度、在籍学生が幼児保育学科 1・2学年（193名）、

ライフデザイン学科 2学年（20名）の 2学科編成となる。 

 

 (3) 八戸学院図書館 

  1) 利用環境 

 従来からの「大学図書館」のイメージを改め、「居心地の良い空間」「利用価値ある空間」への

取り組みにより平成 28年度には年間利用者 5万人を超える実績を上げた。今年度は延べ 49,525

名が利用。前年度比 683名の減少となったが、貸出冊数はほぼ横ばいであった。 

 青森県内の高等教育機関の図書館で空調設備がないのは本学だけであり、図書館利用環境の改

善に向けて、引き続き努力していく。 

 

  2) 開館時間拡大の検討 

 18時以降の利用者については、前年度比約 27%減少し、金曜日の利用状況も減少傾向にある。 

 土日開館については、様々な制約があることから、利用者の動向を見極めて対応していく。 

 

  3) 機関リポジトリ 

 紀要・論文や研究ノートなどの永続的・効率的蓄積がメリットの一つである。その他にコスト

を抑えることもメリットとされているが、本学では、機関リポジトリに掲載するために業者へ委

託しているのが現状である。 

 

  4) 内外図書館との連携 

 当法人内の系列校の 3つの図書施設との連携については、有機的連携の可能性を模索している

ところである。また、地域の図書館との連携についても、施設訪問や会議・研修などをとおして

意見交換を行っているところである。 
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 (4) 八戸学院地域連携研究センター 

 平成 29 年度は、引き続き地域文化研究室、地域産業振興室、地域スポーツ振興室、国際交流

室、地域連携推進室を中心にプロジェクトを組みながら活動を行った。 

 昨年度に引き続き、八戸観光コンベンション協会からの助成を受けて「八戸ふるさと検定」を

学生に受験させた。また、デーリー東北新聞社との共催で「第 4 回ビブリオバトル in 八戸」を

開催し 3年連続で本学関係者がチャンプ本に選ばれている。さらに三八五流通株式会社との連携

では 4回の健康関連の講座を実施した。南部町との連携関係では本年度バングラディシュ、モル

ディブの大学生 20 名余が来学し体験授業や弓道場で弓道の見学を行った。その他「ジュニアサ

ッカースクール」「第 13 回起業家養成講座」「リカレント講座（かいごの学校）」「介護人材発掘

育成事業」などを実施した。 

 新たな取り組みとしては、ヤフーと八戸市との連携でEC人材育成事業を行ったほか、国際交

流関連ではフィリピンのCNE1との連携で学生の相互派遣への道筋をつけることが出来た。 

 COC+関連で起業家養成講座の集中講義をテレビ会議システムを用いて八戸、弘前、青森で実

施した。 
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 (5) 八戸学院光星高等学校 

   ＜私立学校としてのアイデンティティーの確立（継続）＝望まれる八戸学院光星高等学校を目指して＝＞ 

  1) 重点目標 

・教職員が教育現場の最新の情報や知識を得て自信をもって職務に励み明るく楽しい活動的な学

校教育を展開できるよう、研修を充実させる。 

・生徒個々の能力の伸張を図り、社会で自信をもって積極的に行動できるための生きる力を養う。 

・進路指導と生徒指導の充実により「日本一面倒見が良い学校づくり」を目指す。 

・本校の教育活動を今まで以上に地域周辺や中学校に発信し、一層の理解を得ることで、生徒数

の確保に努める。 

  本年度は、上記の重点目標を踏まえ、 

    ① 育ちが実感できる授業の展開と学力の向上 

    ② 心を育てる生徒指導 

    ③ 学校生活、学習への意欲・動機付けとなる進路指導 

    ④ 魅力ある光星高校の創造 

 を掲げ、教育活動を展開した。また、次年度から導入する進学重視型単位制のカリキュラム編

成を終えるとともに、教職員が自らの資質を向上させる機会として、「授業改善」・「学校生

活支援」・「キャリア教育」等、合せて 9つの校内研修と予備校研修を実施し、組織的な研修

の充実を図った。次年度も継続的に、魅力ある学校づくりのための学校改革を推進する。 

 

  2) 各科 

① 普通科 

 ・進学を意識した高度な授業展開を行う。さらに普通科としてグローバルな視野の拡大を目指

し、英語弁論大会への参加、語学研修を目的とした姉妹校との交流会への積極的参加、各団

体の大会・行事への参加を通し、生徒の自信に繋げる指導を行う。 

   普通科の 3 年生 155 名のうち、進学者は 121 名（78.1%、昨年度比-1.5%）、就職者は

34 名（21.9%、昨年度比+1.5%）であった。系列上級学校進学者については、八戸学院大

学 23名（19.0%、昨年度比+3.8%）、八戸学院大学短期大学部 0名（0%、昨年度比-3.0% 

ライフデザイン学科志望者は3名いたが募集停止）、八戸学院光星高等学校専攻科0名（0%、

昨年度比-0.8%）となっている。また、センター試験受験者は 15名（12.4%、昨年度比+1.8%）

である。 

  ＜特別進学コース＞ 

   在籍 15 名中、進学者 15名（100%、昨年度比±0%）である。なお、国公立大学に 1名

が合格（昨年度±0名）している。センター試験受験者は 5名（33.3％、昨年度比-16.7％）

である。また、系列上級学校進学者については、八戸学院大学 2名である。 

  ＜医療看護進学コース＞ 

   在籍 10 名中、進学者 10名（100%、昨年度比±0%）であり、そのうち 4名は八戸学院

大学健康医療学部看護学科へ進学した。なお、国公立大学に 1 名が合格（昨年度+1 名）し

ている。センター試験受験者は 6名である。 

  ＜進学コース＞ 

   在籍 92名中、進学者 64名（69.6%、昨年度比-0.3%）、就職者 28名（30.4%、昨年度

比+0.3%）である。国公立大学に 1 名が合格（昨年度+1 名）している。センター試験受験

者は 4名である。系列上級学校進学者については、八戸学院大学 17名（地域経営学科 6、

人間健康学科 6、看護学科 5）となっている。 

  ＜総合学習コース＞ 

   在籍 38名中、進学者 32名（84.2%、昨年度比-2.6%）、就職者 6名（15.8%、昨年度比

+2.6%）である。系列上級学校進学者については、八戸学院大学 3名（地域経営学科 2、人

間健康学科 1）となっている。 
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② 保育福祉科 

 ・八戸学院大学短期大学部幼児保育学科および専攻科介護福祉科との連携を強化し、進学率の

向上に努める。 

 ・地域貢献を意識した学習活動を展開し、保育・介護の分野で活躍できるような人材の育成を

目指すとともに、科の特色や魅力を外部に発信する。 

   系列校の八戸学院大学短期大学部及び専攻科介護福祉科教員との情報交換会や、生徒によ

る学校見学会、本校卒業生の活躍などの情報を提供しながら系列校への興味・関心を持たせ

るなどして、進学率の向上に努めた。（数値の詳細は後述） 

   挨拶・身だしなみについては、日常の生活の中で根気強く指導し、校外における施設実習

やボランティア活動の体験により、コミュニケーション能力や勤労意欲が高まった。 

③ ビジネス科・工業技術科 

 ・各種資格取得やインターンシップを通して社会で活躍できる自信と各分野においての専門知

識や技術の習得を図る。 

 ・系列上級学校である専攻科自動車科との連携をさらに強化する。 

   社会で活躍できる人材を育成するため、資格取得に取り組める環境づくりと充実した授業

を展開し、専門知識や技術を習得させることに努めた。また、職業観を身に付けさせ就労意

識の醸成を図るために 3年生を対象としたインターンシップを実施した。 

   専攻科自動車科との連携については、例年行われていた体験実習が予算の関係上実施され

なかったが、2 級自動車整備士国家資格取得の必要性やオープンキャンパスへの参加を促す

等、進学への意識向上に努めた。その結果、11名（昨年度 7名）が進学することとなった。 

 

  3) 具体的実践 

① 普通科 

 ア 進学の向上 

   特進コースの三者面談を従来の時期より早く実施、志望校を決定し、それに向けた具体的

な対策を講ずる。 

   第 1回進路検討会議を 8月に実施することによって、生徒の進学先等の情報が共有できた

ことが、その後の進路先決定（指定校選択を含む）等がスムーズに進み、早めの進路決定と

なった。 

 イ 校外模試の実施及び活用 

   例年通り年 2～数回の校外模擬試験を実施し、自己の学力の把握とその後の傾向と対策に

生かしたい。また、進学希望者においては志望校選定の重要な資料として活用し国公立大学

への合格者増へ繋げたい。 

   例年通りの校外模試に加え、3 年生全体に小論文模試を課したことで、志望動機や論文を

書くことへの意識付けの効果がみられた。また、先の進路検討会議においても校外模試の結

果は重要な資料となった。志望校調査のみならず、指定校や特待生選考の指標にもなった。 

 ウ 講習会の実施 

   長期休業中の講習会（宿泊合宿を含む）を実施するにあたり、運動部との調整、登校手段

の確保、施設の確保等準備を充分に行い充実した講習会を実施する。 

   長期休業期間において講習会を実施し、学力の向上に努めた。具体的には夏期休業中に 2

ターム+学習宿泊合宿、冬期休業中に 2 ターム実施した。また、講習会や土曜講習を午後か

ら実施するなど部活動との調整も行った。春休みにも学習宿泊合宿を実施した。 

 エ グローバルな視野の拡大 

   留学生徒のクラス受け入れや、姉妹校の「ホームカミングデー」「卒業式」等の行事参加

のほか、ALT の活用も視野に入れ、異文化との交流やネイティブスピーカーとの交流を例年

以上に実施する。 

   エドグレン高校の「ホームカミングデー」「卒業式」へ参加したり、本校文化祭「国際交

流展」にエドグレン高校生を招待したりして文化交流を図った。また、今年度より配置とな

ったALTのクリス先生の授業により、ネイティブスピーカーとの交流機会が例年以上に多く

なった。 
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 オ 大会・行事への参加 

   ソロプチミスト八戸の企画や、新聞感想文、各種標語等への応募を継続することにより、

地域文化との交流や、参加の意義の指導を通して生徒の自信に繋がることを目指す。 

   八戸学院大学看護学科宣誓式や英語弁論大会には毎年参加している。そのような活動をレ

ポートにまとめる県教委主催「高校生スキルアップ」事業の認定者が出るまでにいたったこ

とは一定の成果があったと思われる。また、今年は、青森県高等学校総合文化祭自然科学部

門のパネル発表部門や書道部門に参加者を出したほかに、1 年生全員が総合開会式を見学す

るなど、「地球のステージ」、法人創立 60 周年記念「ミュージカル」を含め、文化芸術に

接する機会に恵まれた年であった。 

 

② 保育福祉科 

 ア 高大連携を強化し、系列上級学校への進学率の向上を図る。 

  ＜保育コース＞ 

   八戸学院大学短期大学部からの情報、オープンキャンパスへの参加、本校卒業生の活躍な

どの情報を提供しながら進学率の向上に努めた。八戸学院大学短期大学部教員との連絡協議

会を開催し、生徒・学生の情報交換を行い相互理解を図った。保育コース 3年生 78名中幼

児保育学科への進学は 37名（47%、昨年度比+11%）。 

  ＜福祉コース＞ 

   専攻科教員との連携を密にし、生徒・学生の情報交換を行い、理解を図った。福祉コース

37 名中介護福祉科への進学は 6 名（16%、昨年度比-2%）。ここ数年、進学率が減少して

いる。原因としては、「介護職に魅力がない」「経済的理由」などで、看護、理学・作業療

法、柔道整復などの医療系に進学する生徒が増えている。 

   学校見学と一部授業を体験し、進路についての見通しを持たせることを目的とした、1 年

生（21名）による「専攻科見学会」を実施。 

 イ ボランティア活動、交流会、施設訪問等に積極的に参加させ、地域との交流を図る。 

   福祉施設行事補助、特別支援学校行事補助、八戸第一養護学校との交流会を実施。今年度

は特に、障害のある児童・生徒のために作った遊具が喜ばれ、本校の生徒による手作りの遊

具を寄贈するに至った。中でも、工業技術科の生徒と共同して製作したカローリングのジェ

ットは完成度も高く、先生方・生徒に喜ばれた。 

 ウ 特別講師による講演会や講習会の実施。 

   青森県老人福祉協会主催「介護の魅力発信サポーター隊」による講話を実施。今年度は、

福祉コースに加え、医療看護コースの生徒にも聴講させた。介護現場の若い介護職員による

体験やエピソードを聴くことにより、具体的な介護職のイメージを持つことにつながった。

今後も継続していきたい。 

 エ ファッション甲子園、各種コンクールへの参加。 

   デザイン画を 5点応募したが、予選通過成らず本選に出場できなかった。デザイン的には

優れているものの、大胆で奇抜な発想にやや欠けるとの評価を得た。次年度はさらに改善を

重ねて、本選出場を目指したい。 

   今年度も、「福祉エッセイコンテスト」をはじめ多くのコンクール・コンテストに応募し

た。「暴力団追放推進標語」銅賞・佳作、「明るい選挙ポスター」佳作、「学生生け花競技

会」佳作など、昨年度に比べると入賞者の数はやや少ないが、感性を磨く・地域に貢献する

ことを目的に今後も継続していきたい。 

 

③ ビジネス科・工業技術科 

 ≪ビジネスコース・工業技術コース≫ 

 ア 各種資格取得に向けた講習会を定期的に実施し、進学希望者が約半数を占める現状への対

処や一人ひとりの進路目標に合った資格取得をサポートする。 

  ＜ビジネスコース＞ 

   全商主催の各種検定試験（年 8回実施）をベースに、昨年度からは日商簿記検定や日検情

報処理技能検定にも挑戦できるように環境を整備した。そのため目標の幅が広がり日頃の授

業において意欲向上が見られ、放課後講習会への参加者が増える等、自ら学ぼうとする生徒
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が増えた。系列大学に進学し将来は会計士を目指している生徒が難関の日商簿記検定 2級に

合格したことは明るい見通しを残してくれた。今後は国家試験である ITパスポート試験や基

本情報技術者試験に対応できる教育体制を構築していきたいと考えている。 

  ＜工業技術コース＞ 

   ガス溶接技能講習は 94.7%、難易度が高いトレース検定１級では昨年度を上回り 11名の

合格者であったが、第二種電気工事士は合格者なし、丙種危険物取扱者は 23%という低い合

格率であった。地域貢献活動としては、白銀公民館へ長椅子の寄贈や福祉コースとタイアッ

プしてカローリング競技に使用する道具を製作し、八戸第一養護学校へ寄贈した。このよう

な活動を通じて技術の向上と豊かな心を育むことができた。今後の課題として、学習意欲の

低い生徒に対しても実習授業を通してものづくりの楽しさや資格取得の達成感を得られるよ

うな指導方法を工夫していきたい。 

 イ インターンシップを実施し、広い視野で実社会を見聞すると共に職業観を形成し、系列上

級学校進学も含む、進路選択の幅を広げていく。 

  ＜ビジネスコース＞ 

   社会人として必要な資質や能力を身に付けさせるため、3 年生就職希望者対象に青い森信

用金庫湊高台支店やケーズデンキ光星学院通店など学校周辺の 6企業の協力を得て、7月 3

日から 3日間の日程でインターンシップを実施した。進学希望者については、系列上級学校

である八戸学院大学と連携した特別体験授業に参加し、そのうちの 6名が受験し合格してい

る。事前指導の一環として外部講師を招き社会人としてのマナーに関する講習会を開催する

等のキャリア教育により、自立するために必要な能力や態度、意欲を形成・向上させること

ができた。 

  ＜工業技術コース＞ 

   3 年生全員を対象として、県南企業の建築業・鉄鋼業・電設業など 18 企業に協力してい

ただき、7月 4日から 5日間の現場実習を実施した。また、事前指導として外部講師を招き

社会人としてのマナーに関する講習会を開催した。この現場実習を通して生徒は、職業人と

して必要な挨拶、礼儀や現場の厳しさを学び、進路決定に対する意識が向上すると共にひと

まわり成長することができた。 

 

 ≪自動車整備士コース≫ 

 ア 3 級自動車整備士国家資格取得に向けての実習授業の充実および講習会を実施し、合格率

の向上を図ると共に、専攻科自動車科との連携を深めるため体験学習等を実施する。 

   3 級自動車整備士国家資格取得に向けて普段の授業から意欲を持って取り組むよう意識づ

けを図り、また夏休みに講習会を実施して合格率向上に努めたが、10 月 1 日に実施された

試験では思うような結果を残すことができず残念であった（合格者数 ガソリン 6名、ジー

ゼル 3名、シャーシ 3名）。課外活動では、高校生ものづくりコンテストで自動車整備部門

県第二位、自動車技術独創アイディアコンテストで高校の部優秀賞を獲得することができた。

専攻科自動車科との連携では、今年度体験実習を実施できなかったが、授業や三者面談で専

攻科の魅力や 2級自動車整備士国家資格取得の必要性を強調した進路指導を行い、今年度は

11 名が進学することになった（昨年度 7 名）。また、ものづくり大会で専攻科の施設を借

用し、事前対策を協力して行うことができた。 

 イ インターンシップを実施し、広い視野で実社会を見聞し、勤労の尊さと経済のあり方を学

ぶと共に将来の進路選択の指針とする。 

   3年生全員を対象として、主に市内自動車メーカー21社に協力していただき、7月 3日か

ら 5日間の現場実習を実施した。また、事前指導として外部講師を招き社会人としてのマナ

ーに関する講習会を開催した。この現場実習を通して経験豊富なベテランの整備士から直接

指導を受けることにより進路に対する意識の向上やスキルアップを図ることができた。 

 

④ 進路指導の充実 

 ・企業に好まれる人物像の育成を目指し、実社会と連動した具体的な実践指導を行う。 

   ハローワークや進路情報会社主催による職業ガイダンスに、学年単位で積極的に参加した

ことから、早い時期から就職活動の動きがみられ、97.5%の高い内定率を出している。 
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 ・進学に関する資料を充実させることにより生徒個々の進学指導に役立つ情報を提供する。ま

た、進路実績に繋がる指導ができるように、各科と連携を図りながら実践する。 

   進学情報の早期の収集や対応ができ、AO・推薦入試に十分に対応できた。 

 ・「八戸学院の集い」についての連絡調整をし、全校を挙げて参加者増を図れるようにする。 

   企業訪問や求人票を持ってきた企業に、法人創立 60 周年記念「ホームカミングデー」を

宣伝し、参加者の増加を図った。 

 

⑤ 法人内高大連携の強化 

 ・八戸学院大学・八戸学院大学短期大学部との一層の連携強化を図るために、情報交換を密接に

して、上級学校の魅力を一層強く生徒に伝える。 

   八戸学院大学・八戸学院大学短期大学部および専攻科との一層の連携強化を図ったため、昨

年よりも入学者数が増加し成果が表れた。（各科で詳述済み。） 

 ・教員間の交流を通して相互理解を図りながら学生生徒の学びに繋がる活動を推進する。 

   高大連携については、進路指導部とキャリア支援課との連絡・連携がうまくとれた中で、相

互理解が深まった。 

 ・大学・短期大学部の行事への参加を積極的に進める。 

   進路指導部だけでなく 3学年生徒および教職員にも積極的に働きかけた結果、各行事等への

参加者が増えた。 

 

⑥ 課外活動・部活動の活性化と強化 

 ・部活動への加入率を上げ、リーダー育成を行い学校全体の活性化を図る。 

   部活動への加入率は、◎平成27年度（75.4%）◎平成28年度（87.8%）◎平成29年度（91.7%）

で、文化部への所属生が増えたため目標の 90%台を超えた。また、平成 29年度の生徒会役員

（常任委員含む）47 名中 8 割強の生徒が、何らかの部活動に所属しており、積極的で活発な

生徒会活動が運営されている。さらに、技能特待生の中から明治大学・玉川大学・日本大学・

東北福祉大学・青森公立大学・東北学院大学・大東文化大学等に合格する生徒が多数見られ、

文武両道で結果を出し、学校のリーダー役を担う生徒も増えた。 

 ・技能特待生獲得の為の活動時期等の改善を検討し、一層の充実を図る。 

   例年より早めに技能特待生希望枠を法人に申請。各部毎に長期休業後リスト作成依頼、技能

特待生勧誘は 2 学期より市外、郡部の中学校等に連絡し早期に勧誘活動を開始した。平成 30

年度入学生の技能特待生数は 85名である。 

 

⑦ 国際交流事業の推進 

 ・特進の海外修学旅行の計画や国際貢献を中心に他のコースも視野に入れた国際教育活動等を、

広く展開することを目指す。 

   来年度実施予定のフィリピン CNE1 語学短期研修に現 1 年生の希望者を募ったところ平成

30年 1月現在で約 70名の希望者が出ている。今後計画を更に詰め、実施する予定である。 

 ・私費留学生を受け入れ、国際交流を推進する。 

   今年度は受け入れなし。 

 ・姉妹校（韓国ソウル市東北高校・アメリカ合衆国ロバートＤ.エドグレン高校・カンボジアカ

ムリエン高校）との継続的に交流を促進する。特に、エドグレン高校との交流においては今年

度は三沢市国際交流協会の協力のもと、ホームステイを実施する。 

   今年度もカンボジアより 1年生女子生徒が 9月 7日～10月 16日まで本校で日本語研修を

主に、短期留学をした。この事業は５年連続であり、今後も継続予定であるが、次回からは隔

年で実施することとしている。 

   エドグレン高校との交流は例年通り、光星祭・吹奏楽ジョイントコンサート・チアリーディ

ング交流・ホームカミングパーティーなどに多くの生徒が係わった。 

 ・国際交流協会等の外部機関とも連携し本校の取り組みを地域に紹介する。 

   平成 30 年 1 月アクトの翼で、本校 1 年女子生徒が台湾へ訪問し、その校内報告会を 1 月

22日に行った。 
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⑧ 生徒募集の確立 

  平成 28 年度同様の項目を実施する。さらに新たな企画も展開し一層募集に工夫をする。 

 ア 募集の強化 

   学校長が挨拶を兼ねて情報収集のため中学校を訪問する。 

   学校長・教頭がご挨拶と、平成 30年度から実施の新しい教育ビジョン「未来志向型 単位制」

について説明のため、各中学校を訪問。（パワーポイント作成。） 

 イ 中学校訪問の対策 

   説明会等メンバーを選抜し実施する。 

   第 5 回の願書送達の時期を 2 週間ほど早める。 

   1.訪問前に「訪問期間計画についてのお願い書・アクティブスクール学習編について」発送。 

   2.中学校訪問メンバー15名に絞り、年度初めのご挨拶と、平成 30年度から実施の新しい教

育ビジョン「未来志向型 単位制」について概要を説明するため、各中学校を訪問。（今年

度の予定・新入生のお便り・アクティブスクール部活動編等のお知らせもする。） 

   3.パンフレット送達訪問（学校説明会を実施しない中学校へは送達する。） 

   4.願書発送・送達（願書請求用紙を発送し、希望部数・希望日を事前に受け、期日に合わせ

て送達。） 

 ウ アクティブスクール学習編実施 

   7/28（金）市内 332名参加（引率教員 22名、保護者 22名） 

   7/27（木）市外 206名参加（引率教員 11名、保護者 70名） 

 エ アクティブスクール部活動編実施 

   9/2（土）実施。部によって後日実施。（9/9、9/10、9/30） 

   参加人数 177名（引率教員 5名、保護者 70名） 

 オ アクティブスクール入試対策会の実施 

   3 教科から 5 教科にして今年度も実施する。 

   中学生の保護者対象の説明会も組み入れる。 

   11/18（土）、昨年度のアンケート結果を踏まえ、今年度 5教科で実施。 

   学食体験も行った。思ったよりスムーズで好評であった。 

   参加人数 99名（引率 5名、保護者 8名） 

   ＊事前に使用する教材を送達し予習をしてくることとした。 

 カ 学習塾対象説明会の実施 

   会場を本校にして、見学会も兼ねて実施する。 

   学習塾協会所属の塾、三八地区・上十三地区の塾の先生方に、入試情報・学校紹介ビデオ上

映を実施。新しい単位制カリキュラムについて学校長から説明。更に今年度は授業公開日に合

わせて行い、授業の様子も見学してもらった。 

   参加人数 12名（11校）、昼食をはさみ様々なアドバイスをいただいた。 

 キ 中学校教員対象学校説明会実施 

   久慈地区・上十三地区・三八地区の３地区にて、入試情報・学校紹介等を実施。 

   今年度は 3会場どこでも選べる形式で実施。 

   参加人数：久慈地区 2名（2校）上十三地区 21名（20校）三八地区 47名（40校） 

 ク 中学生対象説明会（各中学校からの依頼） 

   中学校で企画した学校説明会で、本校についての紹介と入試についての説明を実施。 

   実施中学校：51 校（三八地区は９月の新人戦の時に集中するため、募集メンバー以外の先

生にもお願いした。） 

 ケ 学校見学会実施（随時） 

   大館中学校・七百中学校・百石中学校・六ヶ所第一中学校・南部中学校の 2年生の生徒が見

学に来校。また、県外からも個別で数件の見学希望があり対応した。 

 コ 案内文等メールの活用 

   平成 28 年度好評によりエリア内の中学校へ、様々な案内文等をメールで配信する。 

   好評によりエリア内の中学校へ、様々な案内文等をメールで配信した。 
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⑨ 教育環境の整備 

 ・5 号館教室のボイラー機器残存により、壁の汚れが目立つため、教室の壁に塗装補修を行い教

育環境を整える。 

   平成 29年度は予算の制約があり実施できなかった。 

 ・敷地内の来客用・教職員用駐車スペースの白線が見えにくくなり安全面から塗装を行う。 

   平成 29年度は予算の制約があり実施できなかった。 

 ・サーバー（教員システム）が老朽化により不能寸前であり早急に交換する。 

   サーバー機器の物理的更新および構成の変更を実施した。 

 ・消防設備点検において、防排煙設備（防火扉）に不具合が生じ生徒の安全面から早急に改善す

る。 

   平成 29年度は予算の制約があり実施できなかった。 

 

⑩ 生徒指導の徹底 

 ・平成 28 年度は、全教職員による日常の声かけ、生活観察、個人面談、家庭訪問等の結果、問

題行動による処分者数が 11 名と過去最少人数であった。これらを継続的に行いさらなる向上

を目指す。 

   今年度の問題行動による処分者数は 23名である。 

 ・通信端末等における安全教育・マナー教育は前年度同様、警察機関に依頼し、新入生保護者、

全校生徒への 2 回の講話を実施する。 

   新入生保護者へは入学式後、全校生徒へは 4月当初の全校集会後の 2回実施した。 

 ・交通安全教育については、次年度新たな取り組みとして、自動車学校に講師を依頼し、シュミ

レーション型の講演を実施する。 

   今年度は実施することができなかった。 

 ・いじめ対策は日常の観察強化と、アンケート（年 2 回）による把握・対策を平成 29 年度も継

続して実施する。 

   いじめ・体罰（暴言含む）アンケート 2回、学校生活アンケート 3回の計 5回実施した。 

 

⑪ 女子教育の実践 

 ・品格のある学校づくりのための女子教育について具体的に考える。生徒指導部での生活指導や

生徒会の設定した月間目標等を活用した連携指導を図り、生徒の品格の向上に努める。 

   女子教育委員会としての機能が不十分で、生徒指導部との連携も図れなかった。 

 ・総合的な学習の時間を利用した茶道、いけばな、作法の授業の実施により日本の伝統文化に触

れることで日本人としての心を学ぶ。 

   総合的な学習の時間に、茶道・いけばな・作法（着付け）の授業の実施。普通科 1 年女子、

保育福祉科 3年生が総合的な学習の時間に、茶道・いけばな・作法を体験した。宗編流茶道で

基本的動作と運び方・いただき方まで、いけばなは小原流初等科を修了して許状を得た。第 28

回小原流青森地区学生いけばな競技会で 1名が佳作に入賞。作法では、浴衣の着装と日常のマ

ナーを学んだ。 

 

⑫ キャリア教育の充実 

 ・職業観の育成のために、インターンシップに参加する。また、企業家による仕事についての講

話の機会を設けて、生徒に職業に関わる意識を持たせる指導をする。 

   昨年よりも就職内定率が 0.6%増え 97.5%となり、キャリア教育の充実の成果が出ている。 

 ・企業との連携を積極的に図り、企業訪問を実施する。企業訪問により、卒業生の勤務状況と今

後の在校生の指導のポイントを伺い、今年度の求人のお願いをすることで就職先を拡大する。 

   企業訪問は、生徒に企業の情報を細やかに伝えることができ早期の離職を防ぐためにも有意

義であり、進路指導にあたって成果が出ている。また、企業に本校の進路指導を十分に知って

もらうことや就職先の拡大にも大きく役立った。 
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⑬学校評価の実施 

 ・生徒、保護者、外郭団体の関係者及び教職員に学校評価アンケートを実施し、アンケートの結

果を踏まえ、学校運営改善の一助とする。 

   生徒、保護者、外郭団体の関係者及び教職員に学校評価アンケートを実施し、アンケートの

結果を踏まえ、学校運営改善の一助とした。 

 ・学校評価アンケートの実施期間 

  (1) 在校生：平成 29 年度 2 学期終業式に実施する。 

  (2) 保護者、外郭団体、教職員：平成 29 年度冬期休業に実施する。 

  学校評価アンケートの実施期間 

  (1) 在校生：平成 29年度 2学期終業式に実施した。 

  (2) 保護者、外郭団体、教職員：平成 29年度冬期休業に実施した。 

 

⑭ 生きる力を育む安全教育の実施 

  安全・防災教育については、避難訓練を 9 月実施予定。本校の消防クラブ参加型の訓練にした

いと思っている。保健教育については、心肺蘇生法・AED 使用法なども含め、授業を中心に行

う。保育福祉科については、救命士の派遣を依頼し、認定講習会を実施。また、性教育に関して

は、例年どおり学校医師会よりドクターの派遣を依頼し、1 年生を対象に講演会を実施する。さ

らに生きる力を養うために特定非営利活動法人「地球のステージ」公演を 4 月に全校生徒対象に

実施する。 

 ・避難訓練を 9月に実施、消防隊員からは概ね良好との好評を得た。 

 ・保育福祉科 1・2年生を対象にした初級普通救命講習を実施した。 

 ・応急手当普及員講習を教員 7名が受講し、資格を取得した。 

 ・「地球のステージ」公演を実施した。 

 

⑮ 全日制単位制導入（平成 30 年度）に向けた準備作業 

  各中学校への説明、生徒募集、カリキュラム編成など準備作業は順調に推移し、青森県内の

私立高校では初となる全日制単位制高等学校として、平成 30年 4月に初年度の新入生を迎え

た。 

 

  4) 財政基盤の強化 

① 系列大学等への進学 

  系列学校への興味・関心・理解を深められるように、1・2 年生から系列学校を意識した具

体的な進路指導ができるように、情報を提供していく。また、校内の進路ガイダンスに関して

は時期を見直し、1 年生と 2 年生での実施を検討している。これにより、早期の進路決定を行

い、目標に向けた学習に取り組むように指導していく。また、オープンキャンパスへの積極的

参加を呼びかけ、美保野キャンパスでの体験が入学への意欲に繋がるように働きかける。 

  キャリア支援課との協力を得て、生徒に上級学校のイメージアップが図られ、今年度は昨年

より 20名多い 94名が系列大学等へ進学することになり、各学科単位での進路指導が成果を上

げている。 

 

② 退学削減策の実施 

  職員会議等を通して全職員が「日本一面倒見が良い学校づくり」を目指すことを目標とし、

このことをもって保護者の学校理解を深めてもらうとともに、相互の信頼関係を築くことで、

日頃の学校生活における問題点を解決しながら、充実した学校生活を過ごせるように努める。 

  また、家庭訪問等細やかな生徒指導を実践し、日常生活の充実を図ることで、退学者を未然

に防ぐ。さらに、経済的理由により、修学困難な生徒については、社会福祉協議会から借り入

れを勧めるなど、事務長が保護者と面談し、納入計画の相談に応じ、退学者防止を図り成果を

出す。 

  今年度、学校長が代わり、生徒の充実した学校生活を保障するため様々な支援体制を整えた。

その一つが、心の支援として、QU 検査を用いて個々の学級満足度を調査し、HR 経営と授業

の改善を行うというものであった。最近の退学者の傾向としては約 9割の生徒が学校不適応で
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あり、その原因の多くは、集団になじめない、良好な対人関係が築けないなどで不登校となり、

退学に至っているケースが多くなっているため、今後もこのような支援体制を充実させ退学率

減少につなげたい。 

 

③ 入学者確保の中長期計画目標の実施 

  希望する学校・企業に進めるため「適切な進学指導と実社会に連動した実践指導」の進路指

導の充実、さらに授業の内容を意識的に、計画的かつ継続的に高めていく取り組みを図り、明

るく楽しい活動的な学校教育を目指す。さらには、より活発な部活動と国際貢献を視野に入れ

た国際交流を行い、地域及び中学校との連携を強化し、外部に積極的に本校の活動を PR し、

目標の実施を図る。 

  中長期的に見て青森県の 15 歳人口の減少は歯止めがかからないことから、入学者数確保に

向けては様々な手立てが必要であり、本年度、進学重視型単位制を導入し魅力あるカリキュラ

ム編成に着手したのも、その入学者確保対策の一つである。中学生並びに保護者の関心は部

活動の成績や進学実績に向けられているのはもちろんのこと、落ち着いた高校生活、明る

く伸びやかな学校生活が送れるか否かが学校選びの要素になっている。そのような意味か

ら、「落ち着いた授業風景に向けた授業改善」、「人としての物の見方考え方を教える生徒指

導」の共通実践に努める。 

  平成 30年度の入学者数は 266人で、昨年比-6人であった。次年度も継続的に、魅力ある学

校づくりのための学校改革、そして戦略的な生徒募集を推進する。 

 

 (6) 八戸学院光星高等学校専攻科 

  1) 重点目標 

    自動車整備および介護福祉の業界ニーズに対応できる確かな知識と技術を習得した人材育成

を目指し、個性ある教育を推進する。 

 

  2) 各科の事業報告 

＜自動車科＞ 

① 変革する自動車整備業界への対応できる自動車整備士の育成 

 ア ハイブリッド車やEV車の点検整備に対応できる整備士を目指し、各メーカ（ディーラー）

よりご協力をいただき、スキャンツールを使用してのメカニック技術講習会を開催した。今

年はヤナセ自動車様よりご協力を得てベンツを用いての講習会を開催することができ、外車

についても理解を深めることができた。 

  ・スズキ 4/28、10/5   ・マツダ 5/18、9/25   ・ダイハツ 11/30 

  ・三菱  9/21       ・ヤナセ 10/26 

 イ 業界の即戦力となる人材を目指し、整備業界関連の資格取得指導を実践した。その結果有

資格者が増加した。 

  ・ソーシャル検定（11名 100%）  ・中古自動車査定士（9名 100%） 

  ・低圧電気取扱特別教育講習（12名 100%）・有機溶剤作業主任者講習（9名 100%） 

  ・損害保険募集人（基礎単位 8名合格・自動車保険単位 6名合格） 

  ・小型移動式クレーン運転技能（6名 85.7%） 

  ・自動車整備士国家試験（14名 93.3%） 

 ウ 業界の見聞を広めるため第 45 回東京モーターショー、日産自動車いわき工場などを見学

した研修旅行を実施した。（10/31～11/3） 

 

② 社会のニーズに応え、自動車整備士の人材確保対策 

 ア オープンキャンパスにおいて、本校実習教員による体験授業と（株）スズキ自販青森様よ

りご協力を得て衝突被害軽減ブレーキ装置の乗車体験など多様な実習体験を提供することが

できた。 

 イ 青森県専修学校各種学校主催による「青森県職業体験フェア」に参加し、来場した中学高

校生に自動車整備士の仕事内容や魅力を発信した。（6/28八戸市東体育館） 
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③ キャリア教育の充実 

 ア 自動車整備業界の実状について理解を深める目的で 1年生において「校外実習」を実施し

た。11の事業所にご協力をいただいた。（11/8～21） 

 イ 就職に向けてそれぞれの企業について理解を深める目的で 1 年生を対象に「企業説明会」

を実施した。9事業所よりご協力をいただいた。（2/22） 

 ウ 就職に強い人材の育成を目指し、キャリア教育に係る科目ではパソコンによる情報処理を

取り入れ実施した。（平成 29年度の就職率は 100％達成予定） 

 エ 地域貢献活動の一環として、八戸市の「クリーンパートナー事業」に参加して清掃活動を

実施し、八戸市のホームページでも紹介された。（9/29） 

 

④ 教材の充実 

  エンジン故障診断機（スキャンツール）など今年度は充実することができなかったが、今後

検討を重ねて充実を目指したい。 

 

＜介護福祉科＞ 

① 即戦力となり得る介護福祉士の育成 

 ア 介護実習で教材として使用する AED の購入により、医療的ケアの授業について充実した

実習授業を展開することができた。 

 

 イ 八戸市ろうあ協会様を講師にお招きしての「手話講座」は、聴覚障がい者への対応につい

て学ぶことができた。また、医療機器会社フィリップス様をお招きしての講義は介護福祉士

としての実践に役立つ内容であった。さらに、福祉機器専門職による「生活支援技術B・居

住環境」の講義や研修旅行で見学した「国際福祉機器展」での学びは介護実習に大いに役立

てることができた。 

 ウ 介護の現場で必要とされるコミュニケーション力が高まるようコミュニケーションを専門

分野とする講師を昨年よりお招きし講義を取り入れた。その結果、対人援助職を目的とする

基本的なコミュニケーション技術を習得して介護施設実習に臨むことができた。また、介護

福祉の現場で必要な記録や記述方法については、個別指導を実施し全学生が介護実習の単位

を修得することができた。 

 エ 2年生は介護福祉士国家試験に向けて模擬試験を 3回、学力評価試験（介養協）1回を受

験して実力養成に努めた。また、放課後に専任教員による補講を実施して苦手分野の実力養

成に努めた。 

 オ 介護福祉士養成施設での 2年間の集大成として、卒業前に事例検討報告会を実施した。 

 カ 介護福祉士国家試験は 1月に実施され 9名（75.0%）が合格した。 

 

② 社会のニーズに応え、介護福祉士人材確保対策 

 ア 介護の現場では介護福祉士不足が深刻であるため、オープンキャンパスの開催、青森県職

業体験フェアに参加して地域社会に向けて介護福祉士への理解と本校の PRに努めた。 

 イ 委託生受け入れの推進と進路について迷いのある学生に対し、介護福祉士資格取得に向け

て学業継続についてきめ細やかな支援をした。 

 

③ キャリア教育の充実 

 ア 職業理解などのために関係施設等でのボランティア活動を推奨し、夏季休業中には延べ

103名の学生が活発に活動して地域貢献に努めた。 

 イ 情報社会に対応できるよう情報処理技術の習得を目指し、1 年次は前期、2 年次では後期

に講義を実施してレポート作成、検討事例の論文作成に役立てることができた。 

 

④ 教材の充実 

  喀痰吸引の授業で使用する教材について、費用の関係から次年度の事業計画に計上し充実を

目指すこととする。 
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  3) 施設整備の整備推進 

   ①環境美化を推進する 

 ・夏季休業期間に業者による清掃を実施した。一般教室及び廊下、介護実習室の床洗浄とワッ

クスがけ、全トイレの清掃を実施した。 

 ・平常時は環境美化担当の教員より清掃指導を受けて良好な環境で授業が受けられるよう学生

も環境整備活動に協力した。 

 

  4) 財政基盤の強化 

＜法人内各学校からの入学＞ 

① 法人内各学校からの入学 

 ア 八戸学院光星高等学校から    15名入学（自動車科 8名、介護福祉科 7名） 

 イ 八戸学院野辺地西高等学校から   4名入学（自動車科 1名、介護福祉科 3名） 

② 学校説明会の実施 

 ア PTA総会後学校紹介活動を実施。（八戸学院光星高校） 

 イ 生徒への学校説明会実施。（八戸学院光星高校、八戸学院野辺地西高校） 

③ 「推薦入試」を 9月、12月、3月に実施し受験機会を増やした。 

④ 多数回の学校訪問を実施し、専攻科の情報発信に努めた。 

⑤ オープンキャンパスを実施し本校自動車科・介護福祉科をアピールした。 

⑥ 専攻科体験授業を実施し介護福祉科をアピールした。（八戸学院光星高校 保育福祉科福祉コ

ース 1年） 

 

＜退学防止策＞ 

① 学生の生活状況に留意し、きめ細やかな教育活動を実施した。 

② 学校生活での満足度向上を目指し指導法や環境整備について再検討及び実践をした。 

③ 平成 29年度退学者の状況 

 ア 自動車科     0名 

 イ 介護福祉科 1年  2名（進路変更） 

 

 

 (7) 八戸学院野辺地西高等学校 

  1) 重点目標 

① 確かな学力の育成 

  基礎学力定着への試みとして、「基礎学力テスト」「進路テスト」を実施した。新入生対象の

「基礎学力テスト」については、入学後の学習指導の参考となるもので、授業編成の資料、進

路指導の検討材料として活用した。毎月実施した「進路テスト」については、意欲的に取り組

む生徒も増加し、一定の成果を上げた。しかし、家庭学習が定着しておらず、取り組めない生

徒も少なくない。主体的な学びを育むための工夫が課題となった。 

  今後は、基礎学力定着にとどまらず、課題研究発表等にむけて自分の考えをまとめ、プレゼ

ンテーションするための思考力、判断力・表現力の育成にも力を注ぎたい。 

 

② 進路指導の充実（資格取得） 

  「産業社会と人間」と「総合的学習」の授業時間を利用し、職業説明、大学や専門学校等の

模擬授業、進路講話などの進路ガイダンスを年に十数回行い、進学や就職に対する意識を少し

でも高めることに役立った。3 年次生においては、面接指導を先生方だけではなく、外部の講

師にも 3度協力いただいた。大学等の小論文指導は国語科の先生が行っている。本校ではこれ

まで毎年、就職先決定や履歴書の作成時期が遅く、書類発送日にぎりぎり間に合わせるという

状況だったので、今後は早期に準備に取りかかるとともに、夏休みに就職希望者を出校させ、

就職指導の充実を図りたい。 
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③ 信頼される学校づくり 

  地域に根ざした学校として、野辺地祇園祭への参加や町の各種行事やボランティア等、各地

域団体と連携して活動を実施した。このような地道な取り組みが認められ、就職するなら野辺

地西高校という話も多く耳にするようになり、好評を得ている。 

  今後は、依頼による活動にとどまらず、本校から発信する活動へと発展させたい。 

 

  2) 各事業報告 

① 新入生つなぎ教材の作成と学力テストの実施 

  新入生に対し、国語（漢字）、英語、数学の学校オリジナルのテキストを作成し一日入学時

から入学迄の期間のつなぎ学習として家庭学習に取り組ませ、入学後、習熟度別学習に発展さ

せることを目的に、テキストに基づく学力テストを実施する。 

  新入生に対して、一日入学説明会においてテキストを配付し、入学式までの期間内に学習す

るように指導した。このテキストは、本校職員が作成し、新入生の基礎学力の定着と向上、更

に家庭学習の習慣化を狙いとしている。5 月 8 日に、テキストを元に問題を作成し、「基礎学

力テスト」を実施した。結果は、下記のとおりだった。 

  平均点は国語 62.7点、数学 29.0点、英語 48.9点、３科目 46.9点、数学の基礎学力が不

足していたため、学び直しの授業や小テストを実施して、基礎学力の定着に向けて指導したが、

本事業が生徒への指導に十分生かされていないのが実情であった。 

  本事業の目的は、「新入生の基礎学力の定着度の確認」と「個々の生徒の目標の設定」、「基

礎学力の定着」である。このことから、次年度より Benesse の基礎力診断テストを実施し、

基礎学力の定着を図りたい。 

 

② 業者テストの活用 

  学研を予定しているが、1 年次から 3 年次 8 月までの期間に 5 回の業者試験を実施し基礎

学力の定着を図り、合わせて進学意識の高揚を目指す。 

  模試の受験者は任意の形を取っているので 10名（1年 2名、2年 6名、3年 2名）を数え

るのみである。しかし、受験者の進学意識の向上や本人の学力の現状把握（全国的な自己の学

力レベル把握）には欠かせないものである。今後、より多くの受験生を増やすべく、授業時も

含めて生徒の学力向上に努めていきたい。 

 

③ インターンシップの実施 

  2 学年を対象にインターンシップ希望者に就業体験を実施する。目的は、生徒が勤労体験す

ることにより、実社会を見聞し、必要とされるマナー、基本的生活態度等を学びとり、自らの

進路選択の一助とする。また、希望する生徒が実施するためにこれまでの評価はとても良く学

校の広報活動にもつながっている。 

  11月 13日（月）から 15日（水）までの 3日間実施した。準備から実施までの期間が短か

ったが、事業所の協力を得て、希望者 8名の生徒がインターンシップを実施した。また、事業

所の配慮もあり事故なく終了することができた。体験した生徒は、事業所から高い評価も得た。 

 

④ 高大連携（3 ヶ年を見据えた進路指導） 

  入学時から進路決定までの３ヶ年の中で本法人上級学校への入学者増加を目指し、学校見学、

講義受講体験、学校説明会体験など継続した進路指導に取り組む。 

  1年次 12月には、上級学校見学会、2年次 9月には学校説明会を実施して、本法人上級学

校への理解を深めた。また、本校文化祭開催時には、展示ブースを設けて法人上級学校の展示

を行い、在校生は勿論、来校者にも見学していただき理解を深めてもらった。 

  系列上級学校出前講座も考えてはいたが、タイミングが合わず実施できなかった。特に、3

年次生の「総合的な学習の時間」に関しては、県総合学科高校の発表会もあり、第 4回目の今

回は入賞こそ逃したものの 3番目の高い評価を得た。テーマや進め方、発表の仕方、プレゼン

の留意点など、計画的に早い段階で上級学校の専門家に協力を得ながら実施していきたい。 
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⑤ 国家資格の積極的取得 

  ガス溶接技能講習、危険物取扱者など学校内で講習が可能な国家資格について積極的に受験

指導をし、一人でも多くの取得を目指す。 

  7月実施のガス溶接・危険物取扱者は 30名ほどの生徒が受講・受験し、それぞれ 10名・5

名が合格した。 

  10月実施の自動車三級整備士では 2名合格、また、3月には 2名が受験し、合否は 4月中

旬頃に判明する。12 月にはガス溶接・危険物取扱者の講習と試験を実施、それぞれ 6 名・２

名合格した。国家資格以外にも多種多様な試験検定等の案内をして、生徒のスキル向上に努め

た。年々実業系の入学者の能力低下の傾向がみられ、受験者も減少している。その中でも、も

のづくりコンテスト青森大会自動車整備部門に出場した生徒は、学科部門で 1番の成績であっ

た。自信と向上心の喚起につながり、次年度に向けて、意欲的に取り組む姿勢がみられた。 

 

⑥ 作物づくり・ものづくり体験 

  心の教育の一環として、生徒たちに学校の一角（旧びわの幼稚園裏の畑）の場所を提供し、

畑づくり（土おこしから収穫迄）を行わせる。一連の作業を通し、作る喜び、自然への感謝、

協働の重要性など心を育み将来の生き方について学習させる。 

  例年、『総合的な学習の時間』において実施していたが、今年度は希望する研究グループがな

かったため実施できなかった。 

  神奈川工科大学のロボット・メカトルニクス学科 健康福祉支援開発センター主催で、学生・

社会人が発明のアイデアを競う「第 1回生活を豊かにするアイデアコンテスト」で第 3位に当

たる努力賞を獲得した。体の不自由な人やお年寄りを移動させるために使う「天井設置型クレ

ーン」のアイデアである。困っている人たちの役に立てるアイデアが評価され出場した生徒は

自信と誇りが持てた。次年度はコンテストで指摘された問題点を改良し、新しい機能を盛り込

み金賞獲得に意欲をみせている。 

 

⑦のへじ祇園囃子保存部 

  のへじ祇園囃子保存部の活動を継続、充実させることを目的として外部講師を招き、技術向

上を目指す。また、外部発表等を積極的に行い野辺地町の伝統文化を町民に発信周知させると

ともに、継承する。 

  「のへじ祇園囃子保存部」では 1年生 5名、2年生 4名の計 9名が所属しており、木曜日の

5校時に練習を行っている。 

  今年度の前期は、ホスト校としてインターアクトクラブ年次大会への参加と祇園祭りでの演

奏であった。全員、今年の 4月から練習を始めたばかりの初心者だが、各楽器が「剣」の楽曲

を完璧に演奏することができ、生徒自身も手応えを感じた。 

  また、後期は、法人創立 60 周年記念ミュージカルでの演奏であった。大きい舞台というこ

とで緊張と不安でいっぱいであったが、練習を積み重ね、本番では間違えずに自分たちの演奏

ができ、良い経験となった。 
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 (8) 八戸学院幼稚園 

  1) 重点目標 

①認定こども園への移行準備 

②教員の質向上と丁寧な保育を心掛ける 

 

  2) 事業報告 

① 認定こども園への移行準備 

 ア 6月に第 1回保護者説明会を実施し、保護者からの質問などに対し個別の対応を行い不安

解消に努めた。 

 イ 幼保連携認定こども園への移行に伴い、施設の改善・改修を行い 1・2 歳児の教具・教材

の準備を進めた。 

 ウ 市や県への申請については、総務と連携を図りながら指導・修正・訂正に対応した。 

 

② 環境整備（園内・園外） 

 ア 園内の環境を見直し安全面への配慮（掲示板の画鋲を磁石のボードへ変更）に重点を置き

環境整備を行った。 

 イ 1・2歳児受入れのために必要な環境整備を行った。 

 

③ 教員研修 

 ア 認定こども園に関する研修 

  ・全国認定こども園協会青森支部 研修会  ・・・2名参加 4月・6月 

  ・青森県乳幼児保育研究会         ・・・1名参加 5月 

  ・幼保連携型認定こども園を見学      ・・・5名参加 7月 

 イ 園外研修 

  ・体育・保健体育指導力向上研修（静岡）  ・・・ 1名参加 6月 

  ・青森県私立幼稚園協会教員研修会     ・・・ 9名参加 8月 

  ・八戸市私立幼稚園協会教員研修会     ・・・12名参加 1月 

 ウ ３園合同研修 

  ・理事長講話「育ちが行動に出る」   平成 29年 4月 8日（土） 

  ・講話「保育の質の向上」       平成 30年 1月 9日（火） 

   講師 新教育・保育要領 札幌市教育委員会 幼児教育センター指導主事 

 エ 園内研修 

  ・モンテッソーリ教材研究（2回実施） 

  ・AED講習 

  ・園業務に対する姿勢の共通理解 

  ・幼保連携型認定こども園について・・・全員参加 年間 5回 

 

④ 法人内上級学校との連携 

 ア 造形教室  年間 8回 

 イ 英語教室  年間 8回 

 ウ リトミック教室 年間 4回 

 エ 教員ピアノ指導 年間 4回 

 

⑤ 外部講師による直接指導 

 ア カワイ体育教室（年長対象）   年間 10回 

 イ ヤマハ音楽教室（年中・年少対象）年間各 9回 
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⑥ 体験学習 

 ア サツマイモの苗植えや収穫、さくらんぼ狩りを体験 

 イ 幼保小連携として、青潮小学校の「児童と新一年生の交流会」に参加し小学校への期待を

膨らませた 

 ウ 東北フリーブレイズと「室内ホッケー」の交流会 

 

⑦ 子育て支援 

 ア 0歳からの「未就園児教室」 年間 26回  平均参加者 約 23名（登録者 50名） 

 イ 「プレスクール」      年間 20回  クラス定員 10名 

 ウ 教育講演会 

  ◇乳幼児の健康     講師：八戸学院大学健康医療学部  講師 山野内 靖子 

  ◇乳幼児の食について  講師：根城よしだ歯科 歯科衛生士 吉田 美沙子 

  ◇親子で運動遊び    講師：八戸学院大学短期大学部 教授 澤井 睦美 

  ◇小学校就学にむけて  講師：湊小学校 校長 川村 洋 

 

⑧ 特別支援教育 

 ア 気になる子への支援について教師間で共有 

 イ 就学先の小学校との情報共有 

 ウ 八戸市子ども支援センターと連携し指導、助言を得る 

 

⑨ 絵本の読み聞かせ 

 ア 夏のお話し会 元小学校校長先生によるお話し会 

 イ 絵本の貸し出しによる家庭における親子読み聞かせの推奨 

 

 

 (9) 八戸学院聖アンナ幼稚園 

  1) 重点目標・事業報告 

① モンテッソーリ教育の充実 

 ・京都モンテッソーリ教育研修会へ 2名参加 

  平成 29年 7月 22日～7月 23日（滋賀県大津市にて） 

 ・京都モンテッソーリ教育基礎コースへ 1名参加 

  平成 29年 8月 2日～8月 10日（北海道札幌市にて） 

 ・日本モンテッソーリ協会（学会）第 50回全国大会へ 1名参加 

  平成 29年 8月 7日～8月 10日（東京都千代田区にて） 

 ・京都モンテッソーリ教育基礎コース見学実習へ 1名参加 

  平成 29年 12月 17日～12月 20日（長崎県佐世保市にて） 

 ・保護者対象「お母さんのためのモンテッソーリ教室」年間 7回実施 

 

② 教育環境の充実 

 ・法人上級学校との連携 

  園児対象 英語（年間 8回）、リトミック（年間 4回）、造形（年間 9回）、 

       運動遊び（年間 10回） 

  教員対象 歌唱指導（年間 6回）、ピアノ指導（年間 6回） 

 ・体験学習の充実 

  全園児 南部山運動公園散策、種差少年自然の家での活動、ソリすべりなど 

      季節ごとの園外活動 

  年長児 お泊り保育（種差少年自然の家にて）、洗心美術館訪問 
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 ・保護者対象の教育講演会開催 

  日程 平成 29年 10月 6日 

  講師 澤井睦美（八戸学院大学短期大学部幼児保育学科教授） 

  演題 幼児期に体育・身体教育の視点から種を蒔いておきたいこと 

 

③園内環境の整備 

 ・教員専用デスクを撤去し作業机として長テーブルを設置することで職員室を整備 

 ・清掃用洗面台へ給湯設備を設置 

 ・保育室屋根の雨漏り修繕 

 ・保育室の老朽化したストーブの代替として、新しくストーブを設置 

 

④園児募集の充実 

 ・未就園児教室年間 10回実施 

 ・オープンスクール年間 5回実施 

 ・ベビーマッサージ教室 本園で年間 9回実施、南部山運動公園で年間 10回実施 

 

⑤園名変更に向けて適切な対応 

 ・印鑑、封筒、看板など新園名で発注 

 ・関係者への通知 

 

 

 (10 ) 八戸学院第二しののめ幼稚園 

  1) 重点目標 

 教育環境の充実と教育研修の充実 

 

  2) 事業報告 

① 教育環境の整備と研修の充実 

 ア 教育環境の整備 

   全クラス・ホールに網戸を取り付けたことで、蜂や蝿などの侵入を防ぎ危険性の予防策・

園児の安全面・衛生面の確保として、教育環境を整えることができた。 

 イ 園外研修 

  ・青森県私立幼稚園乳児保健講習会・・・・・3名参加（ 5月 27日） 

  ・八戸盲聾学校聴覚障害理解に関する学習・・2名参加（ 8月 2日） 

  ・青森県私立幼稚園教員研修大会・・・・・・4名参加（ 8月 9日） 

  ・サマースクール東北研修大会・・・・・・・4名参加（ 8月 10日） 

  ・青森県私立幼稚園設置者・園長研修会・・・園長参加（ 9月 6日） 

  ・美育文化協会研修会         ・・4名参加（12月 23日） 

  ・八戸市私立幼稚園教員研修大会・・・・・・4名参加（ 1月 11日） 

  ・八戸盲聾学校補聴支援システム学習会・・・1名参加（ 1月 12日） 

  ・八戸市医師乳幼児保健講習会    ・・・2名参加（ 1月 27日） 

 ウ 園内研修 

  ・園外研修の報告会と「子どもの気づき」をテーマに研修を行い、更に共通理解を深め人的

環境の大切さを学びあった。（年 3回） 

  ・気になる子どもの様子を情報交換する。（月 1回） 

 エ 学院 3幼稚園合同研修会 

  ・理事長講話「育ちが行動に出る」（4月 8日） 

  ・合同教員研修会「保育の質の向上」（1月 9日） 

   講師 新教育・保育要領 札幌市幼児教育センター指導主事 
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 オ 幼・保・小連絡会 

  ・新田小学校 幼・保・小連絡会              2名参加（ 6月 29日） 

  ・八戸市小学校校長会勉強会                2名参加（11月 16日） 

  ・旭ヶ丘小学校 幼・保・小給食試食会    園児・教員 18名参加（11月 20日） 

  ・新井田小学校へ進学する園児と卒園児児童の情報交換会   2名参加（12月 21日） 

 

② 表現活動の推進 

 ア 自然体験（園外保育・畑の作業、収穫）と造形教室を通して豊かな表現活動に反映させた。 

 イ 次の絵画展に出品した。 

  ・東奥児童美術展    （入選 2名・佳作 2名） 

  ・世界児童画展     （入選 7名） 

  ・全国児童画コンクール （入選 3名） 

  ・全国教育美術展    （入選 3名） 

 

③ 法人内上級学校との連携（園児・教員） 

 ア 英 語    （年間 8回） 

 イ リトミック  （年間 4回） 

 ウ 造 形    （年間 3回） 

 エ 歌唱指導   （年間 6回） 

 オ ピアノ指導  （年間 6回） 

 

④ 子育て支援の充実 

 ＜未就園児教室＞ 

 ア 1歳からの「未就園児教室」ポケット広場・・・平 日 10回実施 

  ・「親子運動遊び」（講師：八戸学院大学短期大学部 澤井 睦美） 

  ・「手洗い指導・けがの処置法について」（講師：元八戸学院大学健康医療学部 田口 千尋） 

 イ 0歳からの「未就園児教室」親子の広場・・・・土曜日 9回実施 

 ＜預かり保育＞ 

  今年度、長期休暇の預かり時間を 30分延長したことで保護者から好評であった。 
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2．法人内教育機関の連携強化 

 (1) 八戸学院大学・八戸学院大学短期大学部と八戸学院光星高等学校・八戸学院野辺地西高等学校

の連携は、高・大接続を重視した教育体制並びに部活動体制について検討を行う。 

 高大連携についてはⅡの 3の(1)に記載の通り。部活動の連携については運動部、文化部を問わ

ず大学・短期大学部への進学も含め連携が深まっている。 

 

 (2) 法人内全教職員の知的財産を最大限活用して、学生・生徒・園児の教育環境の充実を図る。 

 Ⅱの 4の(3)で述べた通り特に幼稚園において活用が図られている。高大連携事業に関する

協定締結により広がりが期待される。 

 

 

 

3．地域社会との連携による人材育成 

 (1) 地域連携研究センターでは、近隣の市町村並びに企業・団体との連携により各種事業を手

掛けているが、「八戸ふるさと検定」、「ビブリオバトル in 八戸」などの継続事業を通じて人

材育成並びに地域貢献に寄与する。 

 地域連携研究センターの活動についてはⅢの 1の(4)に記載の通り。各種企業・団体、近隣市町

村との連携による多くの事業にかかわり地域貢献を果たしている。 

 

 (2) 今年度新たに八戸市の新美術館建設にあたり公開講座やアート教育を軸に異業種交流を行

い、そこで得た研究成果を八戸市に提案する。併せて短命県返上への取り組みを手掛ける。 

 八戸市新美術館については引き続き八戸市と事業内容について協議を続けている。短命県返上

に向けた活動は、三八五流通株式会社と連携し各種取り組みを行っている。 

 

 

 

4．施設設備の整備推進 

 (1) 弓道場の建設を行う。 

 大学からの強い要請があり建設に着手した。平成 29年 9月 22日（金）落成式を開催し名称

を「鳴弦館」とした。 

 

 (2) 埋設配線の更新を実施する。 

 予算規模が大きいため平成 29年度から 4年計画で更新をすることとし、平成 29年度は緊急

性の高い部分の更新を行った。 

 

 

 

5．経営基盤の見直しと財政の健全化 

 (1) 新立体的学院構想に基づき、新学院構想推進戦略会議にて決定した事項を着実に推進する。 

 経営会議において構想の具体策を検討し、以下について理事会に提案し承認を得た。八戸学院

幼稚園の幼保連携型認定こども園移行、短期大学部ライフデザイン学科の平成 30 年度学生の募

集停止と平成 31年度末の学科廃止に関すること。 

 また、光星高校専攻科介護福祉科について専攻科での教員確保が困難なため、平成 31 年度以

降の募集を停止し、短期大学部に介護福祉科を新設し、福祉施設からの要望が強い介護福祉士の

養成を継続する事案について。 
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 (2) 「監査室」を設置したことにより、会計監査人、監事および監査室による法人の監査体制

（いわゆる三様監査）が確立した。このことにより法人内各所属（外郭団体を含む）の経理・

業務執行システム等の監査機能が飛躍的に向上したが、今後とも業務の改善に向けてさらな

る努力を継続する。 

① 監事による平成 29 年度監事監査、監事、常務理事、業務担当者および監査室員による監事

会等の実施状況は、次のとおりである。 

 

月 日 会 議 等 の 名 称 

5 

17 
第 1回監事監査 

第 1回会計監査人、監事および監査室による情報交換会 

24 

会計監査人の平成 28年度会計監査報告（講評） 

第 1回理事会・評議員会 

第 1回監事会 

7  5 
第 2回監事会 

第 2回監事監査 

8 
 9 事務系職員ＳＤ研修会 

28 文部科学省主催平成 29年度学校法人新任監事研修会 

9 

 9 教育系職員ＳＤ研修会 

21 第 3回監事監査 

22 
第 2回理事会・評議員会 

第 3回監事会 

10 13 文部科学省主催平成 29年度学校法人監事研修会 

11 

 

24 

 

第 3回理事会・評議員会 

第 4回監事会 

第 4回監事監査 

12  7 
第 5回監事監査 

第 2回会計監査人、監事および監査室による情報交換会 

1  5 
第 4回理事会・評議員会 

第 5回監事会 

2 23 

第 5回理事会・評議員会 

第 6回監事会 

第 6回監事監査 

3 

22 第 7回監事監査 

23 
第 6回理事会・評議員会 

第 7回監事会 

 

② 監査室による平成 29年度内部監査の実施状況は次のとおりである。 

被監査部局 実施日 監 査 事 項 

法人本部（総務部） 6月 1日 

1．公文書の受信・発信および公印の取扱いついて 

2．平成 29年度における消防訓練の実施について 

3．毒物・劇物の取扱いについて 

4．固定資産管理（機器備品台帳と現物の証査）について 

八戸学院大学 

八戸学院大学短期大学部 

 

6月 19、22、 

26、29日 

 

1．公文書の受信・発信および公印の取扱いについて 

2．平成 29年度における消防訓練の実施について 

3．毒物・劇物の取扱いについて 

4．大学・短大における各種会議等の開催状況について 

5．平成 28年科学研究費補助金の受入・支出等について 

6．固定資産管理（機器備品台帳と現物の証査）について 

八戸学院光星高等学校 6月 5日 
1．公文書の受信・発信および公印の取扱いついて 
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八戸学院野辺地西高等学校 6月 20日 

2．平成 29年度における消防訓練の実施について 

3．毒物・劇物の取扱いについて 

4．固定資産管理（機器備品台帳と現物の証査）について 

八戸学院幼稚園 

八戸学院聖アンナ幼稚園 

八戸学院第二しののめ幼稚園 

6月 27日 

1．公文書の受信・発信および公印の取扱いついて 

2．平成 29年度における消防訓練の実施について 

3．固定資産管理（機器備品台帳と現物の証査）について 

 

③ 平成 29 年度における会計監査人、監事および監査室による情報交換会の実施状況は次のと

おりである。 

回 実施日 事      項 

第 1回  5月 17日 
1．会計監査人による平成 28年度会計監査の実施状況について 

2．監査室による平 29年度内部監査の実施について 

第 2回 12月 7日 
1．会計監査人による平成 29年度会計監査の実施状況について 

2．監査室による平成 29年度内部監査の実施結果について 

 

 (3) 今年度、八戸学院大学は外部評価機構による認証評価を受審するため、大学評価支援室を

中心として万全の態勢で臨む。 

 大学評価統括本部、大学自己点検評価委員会並びに大学評価支援室のスムーズな連携により、

平成 29年 9月の現地調査を経て指摘事項もなく適格の認定を得た。 

 

 (4) 法人事務体制の強化により、中期計画の着実な推進を図り経営基盤の整備行う。 

 法人事務体制は SD研修他を通じて事務職員の能力向上を継続して図っている。今後とも事務

職員の資質向上に向けた各種取り組みは人件費にも直結するため着実に進めてゆく。 

 

 (5) 財政の健全化については、新中期計画構想の柱でもある不採算施設の再構築を図ることで

経営効率の向上を目指す。また、支出経費の内容の精査と収入に見合った支出方針によって、

収支の均衡を目指し、経営の安定化を図る。 

 不採算部門の再構築は経営会議での検討を経て理事会で審議し手段を講じている。少子化の影

響から学納金の増加を見込んだ予算編成するのはリスクが伴い危険である。今後は維持可能な予

算規模を予測しそれに見合った教職員組織体制を構築していくことが課題となる。 

 

 (6) 奨学生比率が増加傾向にあり一定の歯止めが必要である、その活用法について施設長と協

議し奨学生枠の抑制を図る。 

 平成 29 年度は基準を各施設長に示し増加傾向の抑制を依頼した。一方教育費の無償化や就学

困難学生に対する補助金などが充実傾向にあり、学生、生徒獲得に必要な要素でもある。 

 

 (7) 学納金収入の伸びの向上は少子化等の影響により困難な環境にあり、特別補助金獲得の有

無が財政に多大な影響を及ぼす。このため特別チームを編成し確実な獲得を目指す。 

 平成 29 年度は教員と事務職員との連携が必ずしも十分ではなく一部特別補助金の獲得を逃し

た。この反省を次年度に生かし更なる特別補助金の獲得を目指す。 

 

 (8) 光星学院イノベーションプログラム（基金）については、引き続き学校教育の充実に向け

た取り組みを具体的に示すとともに税制優遇措置の広報を徹底し、関係企業、卒業生を中心

に各学校の外郭団体、保護者、法人役員、評議員、教職員等に対する協力要請を継続し、教

育環境整備、教育改革、法人設立 60 周年記念事業を支援する。 

 平成 29 年度は法人創立 60 周年記念事業に対する寄付金の他フィリピンのカーテル財団

との提携による八戸学院カーテル校整備に関する寄付金など総額 9,500万円となり、予定し

た事業の支援を滞りなく実施した。 
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6．学校法人創立 60 周年記念事業の実施 

  Ⅱの 1の(2)・(3)で記述していますので参照されたい。 

 

 

7．業務改善への継続的な取組み 

 (1) 事務職員の能力開発の推進と事務処理の効率化 

   以下の記述の通り実施した。 

 

 (2) FD・SD活動を積極的に展開 

   【FD 活動】 

活動 月日 内容 

1）FD研修会 平成 30年 2月 6日（火） 「IT 機器を用いたアクティブラーニングの実

践」 

2）授業評価アンケート 平成 29年 7月 3日（月） 

～8月 1日（火） 

平成 29年 12月 4日（月） 

～平成 30年 2月 2日（金） 

1 科目以上の授業評価を受け、評価の集計及び

学生の要望を踏まえ、教員からの改善事項等の

コメントを付け加える。 

3）公開授業・授業参観 平成 29年 6月 19日（月） 

～7月 7日（金） 

平成 29年 11月 13日（月） 

～12月 1日（金） 

公開授業の実施及び授業参観を行い、教員相互

による授業評価アンケートを実施した。 

4）外部研修 平成 29年 5月 27日（土） FDネットワーク“つばさ”第 19回 FD協議会 

（FDネットワーク“つばさ” 主催） 

平成 29年 9月 5日（火） 

～6日（水） 

第 17回山形大学 FD合宿セミナー 

（山形大学教育開発連携支援センター 主催） 

平成 29年 9月 8日（金） 第 19回基盤教育ワークショップ 

（山形大学教育開発連携支援センター 主催） 

平成 30年 2月 17日（土） FDネットワーク“つばさ”第 20回 FD協議会 

（FDネットワーク“つばさ” 主催） 

5）授業支援システム

「はちキャンWEB」

研修会 

平成 29年 4月 7日（金） 新任教員向け授業支援システム研修 

平成 29年 12月 11日（月） 授業評価アンケート Web アンケートの実施

方法解説 

 

   【SD活動】 

種別 
研修会等 

開催日 内容 

職員 SD 平成 29年 5月 24日（水） 平成 29年 5月実施の公認会計士中間監査の指摘事項 

職員 SD 平成 29年 8月 9日（水） 

～職員の意識改革や行動改革の向上を図る～ 

・法人 60年の歩みと建学の精神 

・法人の財務状況と経営改善計画 

・情報セキュリティ講習会 

・ビジネスマナーと職員スキルの向上 

職員 SD 平成 29年 9月 9日（土） 

「第 5回教育に関する研究発表会」 

・基調講演「変化こそ常道」 

・人間健康学科における免許・資格取得のための指導および進路 

・「こども食堂」への取り組みについて 

・高校教育改革の動向 

・DVDによる幼稚園紹介 
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 (3) 関係法令の理解や意識改革を促進する教職員研修を継続して実施 

  1) 八戸学院内各学校の教育に関する研修について 

 理事・評議員並びに教員部門の管理職、事務部門の課長以上を対象として、9 月 9 日に、系列

校の各教育部門の代表者から教育内容等を発表させる研修会を実施し、相互の理解を深めさせた。 

  2) 法人内幼稚園教員研修について 

 3幼稚園の教員を対象として、4月 8日理事長講話を「育ちが行動に出る」と題して行った。 

 また、冬季教員研修会として、1月 9日札幌市教育委員会 幼児教育センター指導主事による「保

育の質の向上」と題した研修会を行い、成果を得た。 

  3) 学校法人光星学院事務職員研修について 

 8月 9日、「職員の意識改革や行動改革の向上を図る」ことを目的として研修会を開催し、100

名が参加し、職員の就業意識を向上させた。 

  4) その他 

 会計監査人による会計監査が 4月 3・17日、5月 17・18・24日、12月 6～8日に実施され、

その指摘された事項に対して、事務職員は、業務上の指導の改善並びに積極的な業務改善に取組

み、事務処理方法の迅速化等を目指して勤務に当たっている。 

 

 (4) ─ ה ה  

  1) 監事・監査室等の研修 

① 文部科学省主催の「学校法人新任監事研修会（平成 29年 8月 28日開催）」および「学校法

人監事研修会（平成 29年 10月 13日開催）」に参加して最新の情報収集に努めた。 

② 平成 29年度内に監事会を 7回開催し、監事、常務理事、監査室および業務担当者（監事会

構成員）が種々の情報を共有して理解を深めた。 

  2) 規程の制定・改正・廃止状況 

 平成 29年度における諸規程の制定・改正・廃止状況（理事会・常任理事会承認）は次のとお

りである。 

№ 規 程 等 の 名 称 制定 改正 廃止 常任理事会 理 事 会 施行年月日 

1 学校法人光星学院ハラスメント防止等に関する規程 ○   29. 4.14 ―― 29. 4.14 

2 
学校法人光星学院セクシャル・ハラスメントの防止等に関

する内規 
  ○ 29. 4.14 ―― ―― 

3 学校法人光星学院運営組織規程（高等学校・幼稚園事務）  ○  29. 4.14 29. 5.24 29. 5.24 

4 学校法人光星学院寄附行為（資産総額の変更登記）  ○  29. 5.12 29. 5.24 29.10. 1 

5 学校法人光星学院寄附行為（地域経営学部）  ○  29. 9. 8 29. 9.22 30. 4. 1 

6 八戸学院大学学則  ○  29. 9. 8 29. 9.22 30. 4. 1 

7 八戸学院大学短期大学部学則  ○  29. 9. 8 29. 9.22 30. 4. 1 

8 学校法人光星学院情報システム委員会規程  ○  29. 9. 8 ―― 29. 9. 8 

9 学校法人光星学院就業規則  ○  29. 9. 8 29. 9.22 29. 9.22 

10 学校法人光星学院育児休業等に関する規程  ○  29. 9. 8 ―― 29. 9. 8 

11 学校法人光星学院介護休業等に関する規程  ○  29. 9. 8 ―― 29. 9. 8 

12 学校法人光星学院パートタイマー規程  ○  29. 9. 8 ―― 29.10. 1 

13 八戸学院幼稚園園則 ○   29.10.13 上程なし 再検討 

14 八戸学院幼稚園における上乗せ徴収料取扱要領  ○  29.10.13 ―― 30. 4. 1 

15 学校法人光星学院寄附行為（幼保連携こども園）  ○  29.10.13 29.11.24 30. 4. 1 

16 学校法人光星学院運営組織規程（幼保連携こども園）  ○  29.10.13 29.11.24 30. 4. 1 

17 八戸学院３幼稚園園長選考規程  ○  29.10.13 29.11.24 30. 4. 1 

18 学校法人光星学院初任給、昇給、昇格等に関する施行細則  ○  29.10.13 29.11.24 30. 4. 1 

19 八戸学院３幼稚園における預かり保育料取扱要領  ○  29.10.13 ―― 30. 4. 1 

20 Ｊ.アラート等への対応等危機管理に関する指針 ○   29.11.10 ―― 29.11.10 

21 八戸学院幼稚園における教育・保育費用取扱要領 ○   29.11.10 ―― 30. 4. 1 

22 学校法人光星学院育英・奨学規程  ○  29.12. 8 30. 2.23 30. 4. 1 

23 学校法人光星学院教職員子女学納金減免規程  ○  29.12. 8 30. 2.23 30. 4. 1 
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24 
学校法人光星学院寄附行為 

（31短大介護福祉学科設置申請用） 
 ○  30. 2. 9 30. 2.23 31. 4. 1 

25 
八戸学院大学短期大学部学則 

（31短大介護福祉学科設置申請用） 
 ○  30. 2. 9 30. 2.23 31. 4. 1 

26 八戸学院大学学則  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

27 八戸学院大学短期大学部学則  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

28 八戸学院光星高等学校学則  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

29 八戸学院幼稚園園則  ※ №13 の再提案 ○  ○ 30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

30 学校法人光星学院国際教育センター規程 ○   30. 2. 9 ―― 30. 4. 1 

31 学校法人光星学院運営組織規程  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

32 学校法人光星学院運営組織事務分掌細則  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

33 学校法人光星学院監査室規程  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

34 学校法人光星学院職員給与規程  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

35 学校法人光星学院文書取扱規程  ○  30. 2. 9 ―― 30. 4. 1 

36 学校法人光星学院公印取扱規程  ○  30. 2. 9 ―― 30. 4. 1 

37 学校法人光星学院経理規程  ○  30. 2. 9 30. 2.23 30. 4. 1 

38 学校法人光星学院固定資産および物品取扱規程  ○  30. 2. 9 ―― 30. 4. 1 

39 
八戸学院大学・八戸学院大学短期大学部における修業年限

を超えて在学する者の学費納入規程 
 ○  30. 2. 9 ―― 30. 4. 1 

40 学校法人光星学院寄附行為  ※ №24 の再提案  ○  30. 3. 9 30. 3.23 31. 4. 1 

41 八戸学院地域連携研究センター規程  ○  30. 3. 9 ―― 30. 4. 1 
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8．情報教育環境整備の推進 

 当法人の情報教育環境の前提となる情報システム環境の整備は、3年前に地域連携研究センター

（旧総合研究所）の所管から分離され、現在は情報システム委員会並びに学務部情報メディア課情

報システム掛によって担われている。その具体的な分掌は、平成29年度計画として掲げた課題即ち

①情報系システムの運用、②利用者環境整備、③情報システム並びに情報セキュリティに係る組織

体制再編の構想及び取り組み、④基幹業務システムの運用、⑤ネットワークシステムの運用、⑥将

来的に考え得る新規案件の構想、などである。各項目の観点を踏まえ平成29年度末時点での情報シ

ステム環境の状況について、以下に総括する。 

 

(1) 情報システムに係る物理的環境整備 

  平成24年度よりはじめた情報システムに係る物理的環境の全面的な見直しは、平成28年度に一

応の完成をみ、平成29年度はデータセンター内のネットワーク機器設定の最適化のための調整

を続けた。以降も、大きな新規システムの導入が実施されない限り、既存システムに係る運用・

保守の局面で同様の業務が続く。今後は、業務システムによって蓄積されるデータの量やネット

ワークの帯域需要の状況を継続的に観察しながら、仮想サーバのディスク容量を増加させ通信回

線の帯域幅を拡げることを適宜行っていくことになる。 

 

(2) 情報システム環境の利活用促進 

  組織内ユーザがシステム環境を最大限活用し組織の生産性および組織力の向上を克ちとること

ができるように、平成28年度からの懸案である（あるいは永遠の課題であるかもしれない）組織

内ＩＴリテラシ向上に資する取り組みがますます重要になっている。しかしながら、とりわけグ

ループウェアをはじめとする情報系システムを如何に利活用するかについては十分に取り組むこ

とができていない。端的にこのことは、情報システム部門の人的リソースの制約に起因している

が、引き続き人員体制の改善を求めながら現体制でできることを少しずつでも行っていくことが

課題となっている。 

 

(3) 情報セキュリティに係る課題 

  昨年度も述べたように昨今の情報セキュリティ状況の深刻化の影響を徐々に受けつつある。

平成28年度中には、ランサムウェア感染によるデータ消失、個人SNSアカウントの乗っ取り、内

部情報流出が契機となっていることが強く疑われるWEBページの改竄、などの被害を当法人も受

けた。平成29年度には大きな事故がなかったもののあるいは気付かれていないだけで潜在的には

被害を受けているかもしれない。平成28年度に引き続き平成29年度も、情報セキュリティの向上

に関しては専ら物理的環境の観点から様々なことを実施してきた。しかしながら、リテラシ・組

織・危機管理等の観点では後手にまわってしまい十分なことができていない。他方で文科省から

は、学校法人における情報セキュリティ対策の強化を求める強い調子の通知があり、近い将来そ

のことを認証評価の項目に盛り込むことなどが予告されている。これらのことは、情報システム

委員会の範疇を超えるかもしれない。例えば、当法人には文科省が求めるような明確に位置付け

られた情報システム担当理事や情報セキュリティ担当理事が不在である。情報セキュリティに係

るインシデントが発生した場合の明示的な体制（即応的な危機管理体制）も曖昧である。しかし

ながら、情報システム上のセキュリティに係る物理的環境の一層の強化に取り組むことは勿論の

こととして、委員会としても今後も出来るだけ組織的環境・体制の整備にも力を入れて取り組む

ことが問われている。 
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Ⅲ.財務の概要 

1．資金収支計算書 

 

                                  （単位：千円 未満切捨て） 

収入の部 
 

支出の部 

科  目 決算額 科 目 決算額 

学生生徒等納付金収入 1,792,296 人件費支出 1,930,094 

手数料収入 32,041 教育研究経費支出 765,169 

寄付金収入 134,849 管理経費 367,047 

補助金収入 867,671 借入金等利息支出 9,458 

資産売却収入 0 借入金等返済支出 105,100 

付随事業・収益事業収入 214,250 施設関係支出 45,305 

受取利息・配当金収入 146 設備関係支出 46,678 

雑収入 247,651   

借入金等収入 0   

前受金収入 170,503 資産運用支出 190,005 

その他の収入 716,310 その他の支出 920,850 

内部資金収入  内部資金支出  

資金収入調整勘定 △414,622 資金支出調整勘定 △279,689 

前年度繰越支払資金 1,394,221 翌年度繰越支払資金 1,055,301 

    

収入の部 合 計 5,155,321 支出の部 合 計 5,155,321 

     ※各表とも金額については、千円単位で切捨てたものであり、合計額と必ずしも一致しない場合がある。 

 

 1) 資金収入 

   主要な資金収入科目は、学生生徒等納付金であり、その金額は約 17億 9,200万円（学費の納入

対象の在籍人数は、大学・短期大学部・高校・幼稚園等法人合計で 2,491名）となっている。 

   入学者数が減少しており、収入に見合った支出で運営するという基本姿勢と、入学・入園者数の

確保等、補助金獲得の強化を図ることとしている。 

 

 2) 資金支出 

   主要な資金支出科目は、人件費である。 

   資金支出には、教育研究活動およびその他活動に対する支出が人件費に次ぎ、その他、借入金返

済支出、施設設備関係支出、特定預金への積立などの資産運用支出を含んでいる。 

   教育研究経費支出には、各学校の教育研究に必要な消耗品費、教材費、研究費、光熱水費、クラ

ブ活動補助費、支払手数料等がその主な内容であり、約 7億 6,500万円であった。 

   また、管理経費支出は、学生募集費、広告関連費用、法人を含む事務部門の運営に必要な諸経費

等のほか、スクールバス、学生寮等に係る費用が含まれている。 
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2．事業活動収支計算書 

 

 

             （単位：千円 未満切捨て） 

科 目 決算額 

教育活動収入計 3,223,596 

学生生徒等納付金 1,792,296 

手数料 32,041 

寄付金 71,730 

経常費等補助金 865,686 

付随事業収入 214,250 

雑収入 247,589 

教育活動支出計 3,479,130 

人件費 1,930,444 

 教育研究経費 1,133,180 

 管理経費 414,422 

 徴収不能額等 1,083 

教育活動収支差額 △255,534 

教育活動外収入計 146 

教育活動外支出計 9,458 

教育活動外収支差額 △9,312 

経常収支差額 △264,846 

特別収入計 73,803 

特別支出計 3,085 

特別収支差額 70,718 

基本金組入前当年度収支差額 △194,127 

基本金繰入額合計 △233,985 

当年度収支差額 △428,113 

前年度繰越収支差額 △7,016,613 

基本金 取崩額 0 

翌年度繰越収支差額 △7,444,726 

（参考）  

事業活動収入計 3,297,546 

事業活動支出計 3,491,674 

     ※千円単位で切捨てたものであり、合計額と必ずしも一致しない場合がある。 

 

⑥ 基本金 

 基本金は、教育研究を続け、その質を維持し向上を図るための環境整備の役割を持っており、

具体的には設備投資や借入金返済等のことで、平成 29年度は 233,985千円。 

 基本金取崩額は、廃棄処分した備品等の当初購入額や建物等を基本金から取り崩すもので、平

成 29年度はゼロであった。 

 

 

 

 

⑤基本金組入前当年度収支差額 

 全体の収入額と全体の支出額との差額

のことで、平成 29 年度は△194,127

千円のマイナス計上となった。 

 

④特別収支 

 施設設備補助金や資産処分差額などの

一時的に発生した臨時的な収支のこと

で、平成 29 年度は、多額の寄附があ

り、70,718千円のプラス。 

 

 

①教育活動収支 

 学生生徒等納付金、人件費、教育研究

経費等、本業の教育活動における経常

的な収支を表している。 

 平成 29 年度の教育活動収支差額は、

255,534千円のマイナス計上である。 

②教育活動外収支 

 教育活動収支に計上されない受取利

息・配当金や借入金等利息のような財

務的な活動でかつ経常的なものを教育

活動外収支に表している。 

 平成29年度の教育活動外収支差額は、

△9,312千円となった。 

③経常収支差額 

 前項①と②の合計が経常収支差額であ

り、平成 29年度は△264,846千円で

ある。 
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3．貸借対照表 

 

   【資産の部】                        （単位：千円 未満切捨て） 

科  目 本年度末 前年度末 増  減 

固定資産 8,483,085 8,610,206 △127,121 

流動資産 1,132,264 1,433,317 △301,052 

資産の部合計 9,615,349 10,043,523 △428,174 

 

   【負債の部】                        （単位：千円 未満切捨て） 

科  目 本年度末 前年度末 増  減 

固定負債 1,303,830 1,435,185 △131,354 

流動負債 609,674 712,366 △102,691 

負債の部合計 1,913,505 2,147,551 △234,046 

 

   【純資産の部】                       （単位：千円 未満切捨て） 

科  目 本年度末 前年度末 増  減 

基本金 15,146,570 14,912,584 233,985 

第１号 基本金 14,408,570 14,174,584 233,985 

第２号 基本金 0 0 0 

第３号 基本金 500,000 500,000 0 

第４号 基本金 238,000 238,000 0 

繰越収支差額 △7,444,726 △7,016,613 △428,113 

純資産の部合計 7,701,843 7,895,971 △194,127 

負債及び純資産の部合計 9,615,349 10,043,523 △428,174 

     ※各表とも金額については、千円単位で切捨てたものであり、表中の増減、合計額と必ずしも一致しない場合がある。 

     

固定資産は、有形固定資産が土地約 11億 4,400万円、建物約 54億 9,600万円、備品・図

書等 10億 1,200万円、特定資産 5億円、その他の固定資産は 2億 6,200万円を含み、約 84

億 8,300万円。流動資産の総額は約 11億 3,200万円で、そのうち約 10億 5,500万円が現金

預金となっている。 

 負債は、固定負債は約 13億 300万円、八戸学院幼稚園園舎建設、光星高等学校校舎等リニ

ューアルに係る借入金のほか、退職給与引当金および割賦購入未払金等となっている。流動負

債は約 6億 900万円、うち短期借入金約１億 500万円は返済期限が 1年以内の長期借入を振

り替えたもの。前受金約 1億 7,000万円は平成 30年度入学生の入学金や授業料等の平成 29

年度入金分で、平成 30年度に教育活動収入等へ振り替るものである。 

 

4．財務指標の推移 

    

【消費収支関係財務比率】                 （小数点２位以下切捨て） 

区分 27年度 28年度 29年度 

人件費比率 54.3% 55.8% 59.8% 

教育研究経費比率 33.2% 34.2% 35.1% 

管理経費比率 12.2% 12.5% 12.8% 

借入金等利息比率 2.0% 0.3% 0.2% 

学生生徒等納付金比率 57.1% 57.1％ 55.6％ 

補助金比率 26.7% 25.2% 26.3% 

    （注）上記の指標は、分母が平成 27年度は帰属収入、平成 28年度以降は経常収入（教育活動収入計＋教育活動

外収入計）を分母として算出している。たとえば、平成 29年度人件費比率は人件費÷（教育活動収入計＋

教育活動外収入計）となる。 

ただし、平成 29年度補助金比率の分母は事業活動収入計（帰属収入と同じ）である。 
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